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概 要
本研究の目的は、日本企業のグローバル人材育成の取り組みについて調査・考察を行い、
今後、どのように日本企業がグローバルビジネスにおいて活躍できるリーダーを育成して
いくべきかについて示唆を得ることである。
現在、多くの日本企業にとってグローバル人材の育成が急務となっている。特に多国籍
の社員を率いて、グローバルな企業活動を実行していくリーダー人材の育成は、日本企業
のみならず欧米発のグローバル企業やアジアの新興国発のグローバル企業においても逼
迫した課題である。今や、グローバル・ビジネスリーダーを如何に効率よく育成できるか
が、グローバル企業における本社人事部の主たるアカウンタビリティーになったと言って
も過言ではない。
では、日本企業はどのようなグローバル・ビジネスリーダーの理想的な人物像を持ち、
具体的にどのようにグローバルビジネスで活躍できる人材を育成しているのか。これらを
明らかとするため、企業への質問票及びインタビューによる調査を実施した。
質問票による調査で明らかになったことは、グローバル・ビジネスリーダー像の定義、
育成プログラムの参加者の選定方法、育成プログラムの後の配置などに大きな課題を抱え
ていることである。グローバル・ビジネスリーダー像を定義するためにコンピテンシーモ
デルを採用している企業は、34 社中の 14 社（41.2%）であり、かなり低い水準であるので
はないか。さらに問題となるのが、人物像の定義が不明瞭であるために、育成プログラム
2自体の目的が明確に定め難くなっている点である。また、参加者の選定方法にも明確な基
準を持っていない企業が多く見られた。そして、グローバル・ビジネスリーダーを育成し
ていく上で重要な研修後の配置についても、不十分であると言わざる負えない結果となっ
た。
次に、インタビューによる調査で明らかになったことは、基本的には質問票による調査
結果を裏付けるものとなったが、その一方で、企業によってはグローバル・ビジネスリー
ダー育成に対する意識レベルが高く、全てではないにしろ理想に近い育成を行っている、
もしくは行おうとする企業も見られた。グローバル・ビジネスリーダー育成の面において、
企業により大きな差異があり、ひと括りに日本企業はどのような取り組みをしているかを
抽象的に答えることの困難さを著者に感じさせる結果となった。
また、理念教育を熱心に行っている企業も散見された。その中の一つは、東京都昭島市
に本社を持つフォスター電機株式会社という電機機器の OEM メーカーである。研究室の担
当教員である大滝教授の指導の下、著者は同社のグローバル・ビジネスリーダー育成研修
で使用されたケース・スタディを作成した。この経験により、ケース・スタディは、理念
教育を行うのに有効な手段であると、著者に感じさせた。
今後日本企業は本研究で明らかとなった育成に関する課題を乗り越えながら、さらにグ
ローバル・ビジネスリーダー育成の重要性を認識するだろう。そして、試行錯誤を繰り返
しながら、日本企業は育成環境を整え、継続的にグローバル人材を排出するために、最適
な育成プログラムを構築していくものと考える。
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6第 1章 本研究の目的・背景・構成
第 1 節 本研究の目的
本研究の目的は、大手日本企業において本格化しつつあるグローバル・ビジネスリーダ
ーの育成の取り組みについて調査・考察を行い、今後、どのように日本企業がグローバル
ビジネスで活躍できるリーダーを育成していくべきかについて示唆を得ることである。
第 2 節 本研究の背景
日本が直面する内部的な要因として少子高齢化問題が挙げられる。図表 1 に示されてい
る通り、日本の人口は 2005 年前後をピークに減少傾向となり、2050 年代には、9000 万
人を下回ると推計されている。
（出所）厚生労働省（2006）将来推計人口の概要
そして、日本は少子高齢化に伴う労働力の減少や市場規模の縮小が容易に予想出来うる
環境化に置かれている。このような状況下で、多くの日本企業は海外での製造や市場の拡
図表 １ 日本の人口推移と将来予想
7大に近年注力してきた。その結果、図表 2 が示すとおり、2000 年以降凡そ 10 年間で海外
売上高比率及び海外生産比率は 7％以上上昇するに至っている。
出所：国際協力銀行『我が国製造業企業の海外事業展開に関する調査報告』各年度版より著者作成
しかし、製造及び売上高を海外に依存するにつれ、これらの企業は国内市場に依存する
ものにはない経営課題に直面するようになった。このようにグローバル化を推進する企業
の経営課題とは一体どのようなものだろうか。それを的確に示しているのが、384 社の日
本企業のトップマネージメントに対する調査結果（図表 3）である。
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図表 ２ 日本企業の海外生産比率と海外売上高比率の推移
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8（出所）経済同友会（2009）「企業経営に関するアンケート」より著者作成
日本企業がグローバル化するに場合に「グローバルに通用する製品・サービスの創出」
や「海外拠点の設立」などが何より重要な経営課題であるように思われるが、同調査によ
れば、企業の海外売上高比率を問わず、「グローバル化を促進する人材の確保・育成」が
抜きん出て重要であると日本企業の経営者は認知していることがわかる。しかも、海外売
上高が比較的低い企業の経営者にとっても重要な課題として挙がっていることは興味深
いことである。よって、海外売上高比率に関わらず、日本企業の多くの経営者が「グロー
バル化を促進する人材の確保・育成」を最も重要な課題として捉えていることが分かる。
では、日本企業はこの課題に対応すべく、どのようなグローバル・ビジネスリーダーの
理想的な人物像を持ち、具体的にどのようにグローバルビジネスで活躍できる人材を育成
しているのか。これらを明らかとするため、企業への質問票及びインタビュー調査を実施
した。そして、この二つの調査結果をもとに、今後のグローバル・ビジネスリーダーの育
成の現状の課題や今後の方向性について研究を進めていきたい。
第 3 節 本研究の構成
本研究は、全 6 章から構成される。第 1 章においては、日本企業が直面している外部的
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図表 ３ グローバル展開実現に向けた課題
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9な要因を概観し、グローバル化に対する課題を確認するとともに、本研究の目的・背景・
構成について示す。
第 2 章においては、グローバル・ビジネスリーダー育成に関する先行研究をグローバル
HRM 構築の必要性、グローバル・ビジネスリーダー人材の育成体系の概要及びグローバル・
ビジネスリーダー育成の諸課題を中心にレビューする。
第 3 章では、日本企業のグローバル・ビジネスリーダー育成に関する調査結果について
述べる。まず、目的や要領などの調査概要を示す。そして、多くの日本企業が明確化させ
ていないグローバル・ビジネスリーダーを明確に定義する。最後に、調査対象である大手
日本企業 34 社で実施されているグローバル・ビジネスリーダー育成プログラムの実状を
明らかにする。
第 4 章では、質問票による育成プログラム調査結果の統計分析を行う。まず、コンピテ
ンシーモデルの使用有無と育成プログラム後の配置や開催場所との関係を示す。次に、調
査対象の日本企業の海外売上高と外部教育機関依存割合との相関分析を行う。
第 5 章においては、インタビュー調査の結果を示す。第 2 章の質問票による調査結果を
踏まえ、さらに 9 社の日本企業にインタビューによる調査を行った。質問票による調査で
は得ることが出来なかった育成プログラムのより詳細な実状を明らかにする。
第 6 章では、グローバル・ビジネスリーダー育成プログラムの課題と今後の方向性につ
いて示す。育成プログラムの課題として、グローバル・ビジネスリーダーの定義や育成プ
ログラム参加者の選定方法などについて考察する。また、今後の方向性として、アクショ
ンラーニングの有効性や理念教育などについて著者の考えを述べる。そして最後に、理念
教育のツールとして有効と考える、著者自身が作成したケース・スタディ（フォスター電
機 過去 20 年の体質改善とリーダーシップ）を添付する。
第２章 グローバル・ビジネスリーダー
グローバル・ビジネスリーダーを
Management)及び体系的
バル・ビジネスリーダーの
第１節 グローバル HRM
片岡・河合・田代・永井
人材育成の実務的な観点
ズ２：人材要件の定義」「
議論を展開している。
（出所）片岡・河合・田代・
とに著者作成
フェイズ１－自社のグローバル
フェイズ１
•経営理念
•グローバル
フェイズ２
•人材要件明確化
フェイズ３
•任用・配置
•評価・処遇
•グローバル
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育成に関する先行研究
育成するためには、グローバル
なプログラムを構築することが不可欠である
育成開発についての先行研究を概観し、考察
構築の概要
・福森・渡邊（2005）は、グローバル HRM
から、「フェイズ１：グローバル HRM ポリシーの
フェイズ３：グローバル HRM 機能の充実」の３フェイズに
永井・福森・渡邊（2005）「グローバルリーダーの条件
戦略から落とし込んだグローバル HRM
・バリュー・グローバル戦略
HRM方針明確化
（地域・時期・質・量）
（任用方針の明確化）
（育成体系の立案）
人材の育成体系構築（制度・基準づくり）
図表 ４ グローバル HRM 構築イメージ
のレビュー
HRM(Human Resource
。本章では、グロー
をすすめたい。
をグローバル人事・
明確化」「フェイ
分け、
」（白桃書房）p.165 をも
ポリシーの明確化
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企業は自社のグローバル戦略に沿って、グローバル HRM 構築やグローバルリーダーの育
成体系構築を行う必要がある。グローバル戦略の背景には、輸出入制限や関税などの政治
的問題、地域の景況などの経済環境、賃金水準や人材の質など労働市場の状況などがあり、
これらを踏まえて、企業は今後どの地域を重点市場としていくのか、開発、製造、販売を
どの地域で行うのか、また、それらの理由を明確にした上で、十分に検討しグローバル戦
略を立案しなくてはならない。このグローバル戦略を常に意識し、グローバル HRM やグロ
ーバルリーダーの育成体系を構築することが重要である。（片岡他,2005）
フェイズ２－グローバル戦略実現のための人材要件の明確化
求められる人材像を能力(コンピテンシー、スキル、知識)、経験、実績などの面から明
確にすることにより、社内でのローテーションだけでなく、ローカル市場において現地化
を促進するために人材を登用する際に役立つ。また、先を見据えた人材育成や採用を実施
することが可能となる。結果として、人材要件を具体的に整理し、把握することは、採用・
配置計画や処遇や人材育成体系を構築する上で役立つ。（片岡他,2005）
フェイズ３－グローバル HRM 機能の充実
グローバル・ビジネスリーダーを育てるという目的は研修を実施するという手段だけで
は達成できない。任用・配置・評価・処遇・育成体系構築という観点から検討する必要が
ある。ただし、現実的には企業によって、任用や配置を重視していたり、育成体系構築を
重視していたりと様々である。（片岡他,2005）
第２節 グローバル・ビジネスリーダー人材の育成体系
片岡他（2005）は、グローバル・ビジネスリーダー育成のために欠かすことのできない
グローバルコア人材の育成体系について、役員候補クラス・事業部長候補クラス・部長候
補クラス・課長候補クラスの 4 つに分けて述べている。
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（出所）片岡・河合・田代・永井・福森・渡邊（2005）「グローバルリーダーの条件」（白桃書房）p.180 をも
とに著者作成
①課長候補クラス
このクラスの育成テーマは、経営の実行力の基礎となる経営知識の習得である。グロー
バルリーダーの業務における共通言語となる財務やマーケティングなど経営管理に必要
な基礎知識をまず習得する。また、日常のマネジメントスキルについて、ケーススタディ
や講義、シュミレーションゲームを通じて学ぶ。語学力については英語の試験の基準点を
必須にするなど力を入れている企業もある。（片岡他,2005）
②部長候補クラス
このクラスの育成テーマは、マネジメントスキルの洗練である。マネジメントの基礎事
項を習得した上に、部門ビジョン戦略策定など、将来の方向性を打ち出し、部門をリード
していく力が求められる。コミュニケーションについては、異文化の人材や利害が対立す
る関係者との高度なコミュニケーションの実践力に加え、業務での成果が求められる。（片
役員候補
クラス
事業部長候補
クラス
部長候補クラス
課長候補クラス
経営者としての視座構築
・経営倫理
・課題の発見
課題設定・意思決定力強化
・経営実践力のブラッシュアップ
・ビジョン構築
マネジメントスキルの洗練
・戦略策定
・部門マネジメントの実践
・コミュニケーション（異文化交渉）
マネジメントの基本行動習得
・経営知識習得
・マネジメント基礎
・コミュニケーション（語学力含む）
人材育成のテーマ（例）
図表 ５ グローバルコア人材の育成体系例
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岡他,2005）
③事業部長候補クラス
このクラスの育成テーマは課題設定力や意思決定力である。グローバルに変化する不確
実性の高い状況のなかで、何がビジネス上の課題かを見極め、その解決のために戦略的な
意思決定をする力が求められる。また、成果を確実に残す実践力も業務のなかで試される。
（片岡他,2005）
④役員候補クラス
このクラスの育成テーマは、経営者としての視座構築である。過去の経営全体を分析し、
グローバルな環境変化を捉え、中長期の将来像を示し、グループ全体を引っ張っていく強
いリーダーシップが求められる。（片岡他,2005）
また、片岡他（2005）は、グローバル・ビジネスリーダーの育成にあたっては、企業の
グローバル経営にとって必要な人材をいつまでに、どのくらい育成すべきかを検討し、計
画的に行っていく必要があり、さらに研修だけではなくローテーションも含めて総合的に
取り組むことの重要性を強調している。
第３節 グローバル・ビジネスリーダー育成の諸課題
白木三秀(2003)は、グローバル・ビジネスリーダー育成について、育成計画の必要性と
グローバル・ビジネスリーダー育成研修のグローバル化についての課題を指摘している。
①育成計画の必要性
これからの海外展開においては、需要面からは高度なグローバルマネジメント能力を持
たない日本人の派遣は必要なくなる。また、供給面からも計画的に国際人材を養成しない
限り、人材の要請に量的に対応できないし、質的ミスマッチが起こり、人的資源の無理と
無駄が発生する。よって、今後、より多くの日本企業において、海外業務を担当する国際
職能や海外派遣予定者を中心に語学力、適性、実務能力をもとに人材の登録・蓄積が行わ
れ、計画的に OJT,OFF-JT による人材育成が必要となるだろう。（白木三秀 2003)
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②グローバル・ビジネスリーダー育成研修のグローバル化
白木三秀(2003)は、トップ・マネジメントに近い人材については本社集約的になり、逆
に現場に近いミドル・マネジメント層の育成については地域本社、あるいは拠点企業内で
の研修が主体となる可能性を示唆している。加えて、その際には、企業グループとしての
協力関係を保持するために、経営理念やコーポレート・アイデンティティによるグループ
企業間の統合が必要とされ、また国際人材育成面では様々なレベルの研修所間の連携がよ
り強く要請されると述べている。
第４節 グローバル・ビジネスリーダー育成モデル
片岡他（2005）及び白木（2003）の二文献から、グローバル・ビジネスリーダーを育成
するために重要となるポイントは、以下の 5 点であると考える。
①グローバル・ビジネスリーダー育成の計画・戦略
②グローバル HRM の構築
③人材要件の明確化
④クラスごとの育成方法の体系化
⑤①～④の適切な運用及び修正
では、現在の大手日本企業では、グローバル・ビジネスリーダーの育成について、どの
ような取り組みを行っているのだろうか。そして、著者が挙げた５つの点については、ど
のような対応を行っているのだろうか。次章以降の調査の結果をもとに考察を進めたい。
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第３章 日本企業のグローバル・ビジネスリーダー育成に関する調査
第１節 調査概要
第１項 調査目的
グローバル・ビジネスリーダーの育成に関する大手日本企業の取り組みについて現状を
調査し、今後の育成のあり方を模索することを目的に本調査を実施した。
第２項 調査要領
①調査名…「グローバル・ビジネスリーダー人材育成プログラム」に関する調査
②調査対象…大手日本企業*1) の人事部門及び海外事業部門
③調査時期…2012 年 11 月 10 日～11 月 20 日
④調査方法…質問票による回答選択及び自由記述
⑤集計対象…34 名
業種別の内訳は下表の通りである。
*1) 調査参加企業名：
アサヒグループホールディングス株式会社、味の素株式会社、伊藤忠商事株式会社、伊藤忠テ
業種 回答
電機機器 4
化学 3
輸送用機器 3
精密機械 3
食品 2
機械 2
繊維製品 1
情報・通信 1
その他 2
卸売 4
教育 1
匿名 8
製造業
非製造業
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クノソリューションズ株式会社、オムロン株式会社、川崎重工業株式会社、グンゼ株式会社、
コクヨ株式会社、コニカミノルタ株式会社、株式会社島津製作所、住友商事株式会社、双日株
式会社、ダイキン工業株式会社、帝人株式会社、豊田通商株式会社、日本ペイント株式会社、
フォスター電機株式会社、フジテック株式会社、本田技研工業株式会社、三井化学株式会社、
三菱ふそうトラック・バス株式会社、株式会社村田製作所、ヤマハ発動機株式会社、ローム株
式会社、NEC ラーニング株式会社、UDトラックス株式会社、その他匿名の 8 社
第２節 グローバル・ビジネスリーダー人材の定義
グローバル・ビジネスリーダー（以下 GBL）人材の定義は、企業によって異なり、明確
な定義をしていない企業もある。しかし、今回は以下のような定義を行うことで調査にあ
たった。
① 国籍は問わない。
② 英語により、自己の意思を伝え、他者の考えを理解し、業務遂行上支障のないコミ
ュニケーションが取れるリーダー人材。
③ 異文化を理解し、自国文化とのの差異を認識しつつ、他国文化の人達と接すること
の出来るリーダー人材。
④ 自社のミッション、共有価値、行動規範、倫理規範などを熟知し、様々な国の社員
の模範となるリーダー人材。
⑤ 自社の中長期戦略策定に参加する、もしくはそれをよく理解した上で自らの日々の
業務が遂行できるリーダー人材。
⑥ 社内のキーマンと強いネットワークを持ち、経営の意思決定がどのように行われて
いるかを熟知しているリーダー人材。
第３節 調査結果
①GBL 育成プログラムの参加対象者
「プログラムの対象となる方々は(本社の役職相当で)次のどちらですか。(複数回答可)」
の質問については、「課長レベル」(28 社)が最も多く、次いで「部長レベル」(20 社)、「主
任・係長レベル」（19 社）、「本部長・執行役員レベル」（7 社）の順番であった。GBL 育成
プログラムを行っている企業のほとんどが、課長レベルを中心にプログラムを実施してい
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ることがわかった。
（出所）著者作成
②対象者選定方法と GBL 像の定義
次に、プログラムに参加する「代表者の選定にジョブグレーディングを用いますか。」
と質問したところ、「はい」(14.3％)、「いいえ」（85.7％）であり、ジョブグレーディン
グを用いない企業が大部分であることがわかった。また、「GBL の人材像についてコンピテ
ンシーモデルなどで定義していますか。」の質問については、「はい」（40.0％）「いいえ」
(60.0％)であった。GBL の人材像が明確に定義されないまま、育成プログラムが実行され
ているケースが過半数であった。
（出所）著者作成
③プログラム対象者の国籍
次に、「役職レベルの対象者の国籍」について質問したところ、主任・係長レベル以外
では全国籍を対象にしてプログラムを実施しているケースが８割近いことがわかった。具
体的な国籍別人数割合は不明だが、日本人だけでなく外国籍社員を有効に使い国際競争力
25.7%
37.8%
27.0%
9.5%
図表６ プログラムの対象となる役職レベル
主任・係長レベル
課長レベル
部長レベル
本部長・執行役員レベル
41.2%
14.7%
58.8%
85.3%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
コンピテンシー
ジョブ・グレーディング
図表 ７ ジョブ・グレーディング、コンピテンシーモデルの利用
はい
いいえ
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を高めて行きたいという企業側の意図が窺える。
（出所）著者作成
④プログラムの開催頻度、受講者数、実施日数
次に、「1 年間に行うプログラムの頻度、受講者、実施日数」について質問したところ、
以下のような回答を得た。
－プログラムの開催頻度
全体として、年 1 回もしくは 2回の開催が多く、60％以上となった。ただし、主任・係
長レベルにおいては、状況に合わせて開催回数を決めているように推察される。
（出所）著者作成
73.7%
53.6%
40.0%
42.9%
54.1%
26.3%
46.4%
60.0%
57.1%
45.9%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
主任・係長レベル(n=19)
課長レベル(n=28)
部長レベル(n=20)
本部長・執行役員レベル(n=7)
全体（n=74）
図表 ８ プログラムの対象者の国籍
日本 全国籍
21.4%
51.9%
42.1%
42.9%
40.8%
21.4%
11.1%
36.8%
28.6%
23.9%
35.7%
22.2%
10.5%
14.3%
19.7%
21.4%
14.8%
10.5%
14.3%
15.5%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
主任・係長レベル
課長レベル
部長レベル
本部長・執行役員レベル
全体
図表 ９ 開催頻度
年1回 2回 3～5回 6回以上
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－受講者数
全体的に 20 人以下の小人数で行われていることが多いことがわかった。
（出所）著者作成
－開催日数
プログラムの日数は、主任レベルでは「1日～5 日」が多く、部長・課長レベルでは「11
日～20 日」の割合が高くなることから、階層が上がるにつれて、日数が長くなる傾向が見
受けられた。本部長・執行役員レベルでは「2 ヶ月以上」の割合が他の階層に比べて高く、
MBA などの外部教育機関を使っていると思われる。また、各階層共に開催日数にバラつき
があることから、研修目的に合わせて日数を設定していると推測できる結果であった。
（出所）著者作成
44.4%
48.1%
89.5%
42.9%
57.7%
22.2%
37.0%
5.3%
57.1%
26.8%
27.8%
11.1%
11.3%
5.6%
3.7%
5.3%
4.2%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
主任・係長レベル
課長レベル
部長レベル
本部長・執行役員レベル
全体
図表 １０ 年間受講者数
1～20人 21～50人 51人～100人 100人超
44.4%
18.5%
26.3%
28.6%
28.2%
16.7%
33.3%
26.3%
14.3%
25.4%
22.2%
37.0%
42.1%
28.6%
33.8%
16.7%
7.4%
7.0%
3.7%
5.3%
28.6%
5.6%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
主任・係長レベル
課長レベル
部長レベル
本部長・執行役員レベル
全体
図表 １１ 開催日数
1日～5日 6日～10日 11日～20日 21日～2ヶ月 2ヶ月超
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以上 3 つの結果から、プログラムの開催頻度は年に 1、2 回程度、実施日数は 10 日前後、
参加者は20人以下の少人数で行われている場合が、標準的ケースであることが分かった。
⑤プログラムの内容
「プログラムの内容」について質問したところ、どの階層においても「自社の戦略理解」
と「リーダーシップ開発」の割合が高いことがわかった。以下の図表 12 は、それぞれの
階層においてプログラム内容別に実施割合をまとめたものである。
（出所）著者作成
その他の主なプログラム内容は図表 13 のとおりであった。
（出所）著者作成
⑥社長や会長の関わり合い及び外部講師や教育機関への依存度
「社長や会長の関わり合い度合」について質問したところ、全体としては凡そ半数のプ
ログラムに参加していることがわかった。各役職別では、階層が上がるごとに関わり度合
いが強くなることが明らかとなった。この理由として考えられるのは、下位階層では研修
日数が短く、社長・会長のスケジュール調整が合わせ辛いことや、上位階層である本部長・
研修数 語学 理念教育
自社の戦
略理解
MBA知識
リーダーシッ
プ開発
ロジカル
シンキン
問題解決
アクション
ラーニン
異文化対
応
主任・係長レベル 19 36.8% 42.1% 52.6% 31.6% 57.9% 31.6% 21.1% 31.6% 63.2%
課長レベル 28 14.3% 39.3% 67.9% 42.9% 75.0% 25.0% 50.0% 39.3% 46.4%
部長レベル 20 5.0% 30.0% 70.0% 20.0% 65.0% 0.0% 55.0% 30.0% 25.0%
本部長・執行役員レベル 7 0.0% 28.6% 71.4% 42.9% 71.4% 0.0% 0.0% 42.9% 14.3%
主任・係長レベル 課長レベル 部長レベル
コミュニケーション GBLとしてマインドセット教育 GBLとしてマインドセット教育
海外駐在員から体験談のシェア コミュニケーション 経営への提言
海外競合他社情報 リベラルアーツ 社外コーチング
海外支店の業績情報 経営への提言
自己認識を高めるためのグループワーク
ケースディスカッション
グローバル化への動機形成
図表 １２ プログラム内容
図表 １３ その他のプログラム内容
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執行役員レベルには、社長・会長が通常の集合研修だけでは伝えられない経営に関する重
要事項を直接伝えていることが推測出来る。
（出所）著者作成
次に、「外部講師や教育機関への依存度」について質問したところ、外部機関へ 41％以
上依存している企業が、全体で 86.8％と大変高く、外部に依存している企業が多いことが
わかった。
（出所）著者作成
⑦e-ラーニングとアクションラーニング
GBL育成におけるe-ラーニングとアクションラーニングの有効性について質問したとこ
ろ、図表 16 のとおり、アクションラーニングを評価する回答が多く見られた。
e-ラーニングは有効でないとする意見として、「語学や基礎知識の習得には役に立つが、
GBL 育成に必要な実践的な知識を付与することは困難である」が多く見られた。これに対
6.3%
24.0%
55.0%
66.7%
32.8%
18.8%
20.0%
15.0%
16.7%
17.9%
75.0%
56.0%
30.0%
16.7%
49.3%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
主任・係長レベル(n=16)
課長レベル(n=25)
部長レベル(n=20)
本部長・執行役員レベル(n=6)
全体(n=67)
図表１４ プログラムへの社長、会長の関わり度合
必ず参加する 時々参加する 参加しない
15.8%
12.5%
11.1%
14.3%
13.2%
21.1%
12.5%
11.1%
28.6%
16.2%
31.6%
25.0%
27.8%
25.0%
31.6%
50.0%
50.0%
57.1%
45.6%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
主任・係長レベル（n=19）
課長レベル(n=24)
部長レベル(n=18)
本部長・執行役員レベル(n=7)
全体(n=68)
図表 １５ 外部講師・教育機関への依存度
40%以下 41％～60％ 6１％～80％ 81％～100％
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して、アクションラーニングについては「まあまあ有効」と「とても有効」と回答した企
業のみであったことから、企業がアクションラーニングを GBL 育成においてより有効と考
えていることが推察出来る。効果があるとする理由として、「実践的であるため業務にす
ぐに反映される」、「活動によりメンバー間の親密性が高くなり、人的なネットワークが強
化される」、「コミットメントすることや活動を通して、研修自体の理解をより一層深める」
などの意見が見られた。
（出所）著者作成
また、「アクションラーニングで扱うテーマ」(複数回答可)について質問したところ、
図表 17 の通りとなった。その他の回答として、「自己課題の解決」「10年後の経営構想」
などがあった。
（出所）著者作成
⑧GBL 育成プログラムの予算の増減と見直し
GBL 育成の予算について「2 年前の 2010 年との変化」を質問したところ、予算が「拡大」
と回答した企業が 64.6％であった。また、拡大幅が 50％超となった企業は全体の 12.9％
であった。
27.8% 72.2%
39.3% 39.3% 10.7% 10.7%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
アクションラーニング（n=15）
e-ラーニング(n=21)
図表 １６ e-ラーニングとアクションラーニングの有効性
とても有効 まあまあ有効 どちらとも言えない あまり有効でない 有効でない
44.1% 32.4% 29.4% 11.8%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
図表 １７ アクションラーニングのテーマ
実際に抱える戦略テーマ
新ビジネス提案
組織改革・改善
その他
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（出所）著者作成
次に、「GBL 育成プログラムを見直す予定はありますか」と質問したところ、20 社が「は
い」(57.1％)の回答であった。見直す予定のある企業に「見直す課題」について質問した
ところ、半数以上が「実施期間と頻度」（60.0％）と「参加者の選定方法」(55.0％)を選
択した。
（出所）著者作成
第 3章 調査結果分析
第 1節 コンピテンシーモデル
コンピテンシーモデルを使っている企業と使っていない企業とではどのような差異が
生じるのかを見た。第 3 章第 3 節で示した調査結果「②対象者選定方法と GBL 像の定義」
から、コンピテンシーモデルを使っている企業は 34 社中 14 社である。以下の図表 20 は
コンピテンシーモデルの使用の有無と GBL育成プログラム後に配置やジョブチャレンジな
どへの工夫の有無を示している。傾向として、コンピテンシーモデルを使って GBL 像を明
確化させている企業のほうが、研修後に人員配置などに配慮していることが分かった。コ
ンピテンシーモデルを使って GBL の人物像を明確化させている企業は、明確化させていな
32.3% 19.4% 12.9% 32.3% 3.2%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
図表 １８ 育成予算の変化
(2年前との比較）
～20%
～50%
～100％
変化なし
減少
25.0%
35.0%
55.0%
60.0%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%
外部の教育機関・講師の選択
実施場所
参加者の選定方法
実施期間と頻度
図表 １９ 見直したい課題（n=20）
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い企業より育成プログラムと配置との一貫性がより取れていると言える。
（出所）著者作成
次に、コンピテンシーモデルと研修の開催場所との関係を見てきたい。その関係を示し
たのが図表 21 である。コンピテンシーモデルを採用している企業の方が、海外での開催
率が高い傾向が見られる。一方でコンピテンシーモデルを採用していない企業は、日本の
みでの開催が圧倒的に多い。言い換えれば、海外でのGBL育成プログラム開催に際しては、
参加者、講師、さらには主催者である人事も外国人がメインになるためか、GBL 像の明確
化やコンピテンシーモデルによる研修対象者のシビアな選定が求められることを表して
いるように見える。一方、日本での開催では、それらはあまり明確に規定されていなくて
も良いということのようだ。
図表 ２０ コンピテンシーモデルと配置
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（出所）著者作成
第 2 節 海外売上高比率と外部教育機関依存率
図表20は海外売上高比率(2012年)と外部教育機関依存割合の関係を示しており、横軸は
海外売上高比率、縦軸は主任・係長から本部長・執行役員レベルまでのすべての階層の外
部教育機関依存割合の平均を表している。多くの企業では、海外売上高比率に関わらず、
外部教育機関依存率が高く、海外売上高比率と外部教育機関依存割合には相関関係がない
ことがわかる。
図表 ２１ コンピテンシーモデルと研修開催場
所
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（出所）著者作成
図表 23 は、海外売上高成長率と GBL 育成プログラムの外部教育機関依存割合を示して
いる。横軸は、2010 年度と 2012 年度の海外売上比率の差を示し、縦軸は、図表 20 と同様
に、主任・係長から本部長・執行役員レベルまでのすべての階層の外部機関依存割合の平
均を表している。
回帰分析を行うと、回帰式の有意確率＝0.009、相関係数は r=0.610、寄与率ｒ2=0.372
となり、回帰式は外部教育機関依存率＝4.694X+63.845（X=海外売上高成長率）となる。
この式からは、海外売上高成長率が１％上がる毎に、外部教育機関依存率が 4.694％上が
ることになる。このことから、外部教育機関依存率の決定要因は海外売上高率ではなく、
海外売上高成長率であることがわかる。よって、海外売上高成長率が高ければ高いほど、
外部教育機関依存割合が高いことがわかる。そして、この理由として考えられるのは、海
図表 ２２ 海外売上高比率(2012 年)と外部教育機関依存割合の関係
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外売上高の急激な成長に企業が GBLの教育コンテンツを自社で準備しきれていないためと
推察される。
（出所）著者作成
次に、海外売上高比率、外部教育機関依存割合及びコンピテンシーモデルとの関係を見
て行きたい。図表24は、横軸に2012年度の海外売上高比率と縦軸に外部教育機関依存割合
(図表22と同じ)を示している。以下の図内のように、海外売上高比率が50％以上の企業群
を外部教育機関依存割合50％を境にして、A群とB群の二つのグループに分けると、両者に
興味深い相違が現れる。GBLの定義にコンピテンシーモデルを使っていない企業のA群、使
っている企業のB群とに分かれる。コンピテンシーモデルの使用有無を企業のHR管轄部門
の専門性の高さを表すとすれば、B群の企業は高い専門性を持った教育担当者がおり、カ
スタマイズされた育成プログラムを自社内で供給しているのではないか。その結果、外部
教育機関依存割合が下がっていると考えられる。ただし、外部教育機関依存割合は企業の
図表 ２３ 海外売上高成長率と外部教育機関依存割合の関係
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目指す形態（トランスナショナル企業かグローバル企業など）によっても影響を受けると
考えられる。
（出所）著者作成
A
B
図表 ２４ 海外売上高比率(2012 年)と外部教育機関依存割合の関係②
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第 4章 企業インタビューによる調査
第 1節 調査概要
第 1 項 調査目的
グローバル・ビジネスリーダーの育成に関する日本企業の取り組みについて現状を調査
し、今後の育成のあり方を模索することを目的に本調査を実施した。
第 2 項 調査要領
①調査名…「GBL 人材育成プログラム」に関する調査
②調査対象…大手日本企業 の人事部門及び海外事業部門
③調査時期…2013 年 6 月 10 日～7 月 20 日
④調査方法…インタビュー
⑤集計対象…9 社
業種別の内訳は下表の通りである。
第 2節 調査結果
①コンピテンシーモデルによる GBL 定義
質問票による調査では、9 社中 4 社がコンピテンシーモデルによって GBL の定義を行っ
ているとのことであったが、実際に GBL を定義するためにコンピテンシーモデルを有効に
使っているのは 2 社であることがわかった。よって、第 2 章 3 節「②対象者選定方法と GBL
像の定義」で示した 41.2％（GBL 定義にコンピテンシーを使用している）より実際に使い
こなせている企業は低い可能性が高いと推察される。その一方で、使用している 2社につ
業種 回答
電機機器 3
化学 2
食品 1
機械 1
繊維製品 1
その他 1
製造業
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いては明確に理想とする GBL 像を定義しており、使用していない企業とは対照的な結果と
なった。また、この 2 企業は、プログラムの選抜やプログラム後の配置についても他の企
業よりも十分な工夫や配慮を行っていることがわかった。
②プログラムの選抜方法
ほとんどの企業で明確な選抜基準を設けていなかった。選抜方法として多かったのが、
上司・人事部による推薦や本人の希望や年次によるものであった。また、グローバル・ジ
ョブグレーディングによって選抜する企業もあったが、ジョブグレーディングが逆に呼び
たい候補者を呼ぶことができないなどの妨げになるといった声もあり、理論と運用面でギ
ャップがあることがわかった。
③プログラム後の配置
インタビューによる調査を行ったすべての GBL育成担当者はプログラム後の配置の重要
性を理解しながらも、育成プログラムと配置が十分にリンクさせられないというジレンマ
を抱えていることが分かった。ほとんどの育成担当者は 50％～80％の参加者には、プログ
ラム後にグローバルなポジションへの配置をしたいと思っているのに対し、現実には良く
て 3 割、低い場合には 1割以下の企業もあった。
④外部教育機関依存
傾向として、GBL の定義を明確に行っている企業のほうが、外部教育機関委託率を下げ
ていきたい意向があった。理由として、カスタマイズされた自社に合ったプログラム内容
にしたいことや、そもそも自社に合った細かい要求を満たしてくれる外部教育機関がない
ので、自社で準備していくしかないというものがあった。ただし、幹部教育には、外部教
育機関であるMBAやビジネススクールの短期のエグゼクティブコースを積極的に使ってい
きたいとする企業もあった。
⑤会長・社長の参加
インタビューした企業では、GBL 育成プログラムに会長・社長が参加する場合がほとん
どであったが、プログラムの参加度合については企業により大きな差が見られた。GBL プ
ログラムの冒頭や最後のあいさつ程度に参加するものから、2 時間程度社長自ら自社戦略
や企業理念を伝えたり、受講者と一緒に丸 1 日プログラムに参加したりするなど企業によ
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って参加度合が大きく分かれる結果となった。
⑥効果的なプログラム
アクションラーニングは質問票の結果通り、インタビューした多くの企業でポジティブ
なフィードバックを得た。その理由として、「即効性がある」「気付きが得られる」「アウ
トプットの場が提供される」などがあった。
ある企業のアクションラーニングの事例を紹介する。この企業では、アクションラーニ
ングを短期体験研修の中で実施している。GBL プログラムの中で、参加者は 4 名なし 5 名
で 1 チームを作る。通常、この 1チームの中に外国人 1 人が入る。課題の一例を挙げれば、
「新商品の提案」で、この新商品の販売場所はインドネシアと設定されている。6 ヵ月程
度の期間内に 3度、チームは直接会い、協働する。初回のミーティングでは、チームメン
バーが発表され、課題が与えられる。チーム内でミーティングの時間が与えられ、次回の
行動計画を立てる。二回目のミーティングは、チームで現地（この場合はインドネシア）
に行く。一定の予算が与えられているので、それを使って市場を調査したり、現地の文化
や生活スタイルなどを調べたりする。この調査をベースに、どういったものを新商品とし
て提案するかチームで話し合い、アイデアを現実化させていく。最後のアクションラーニ
ングは、2 回目に出たアイデアを基に、担当役員の前でチームごとに新商品のプレゼンテ
ーションを行う。良い新商品アイデアは採用となり、新商品となることになっているが、
実際には、新商品がアクションラーニングからは採用されたことはないとのことであった。
しかし、担当役員が真剣に新商品提案に対して批評するので、参加者は真剣そのものとの
ことで、短期間で多くのことを学べるというのが、この企業の教育担当者の所見であった。
一つ加えておくと、この教育担当者がこのアクションラーニングを企画設計したとのこと
だった。
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第 5章 GBL 育成プログラムの課題と今後の方向性
質問票及びインタビューによる調査結果を踏まえ、GBL 育成プログラムの現状の課題と
今後の方向性について考察したい。
第 1節 GBL 育成プログラムの課題
① GBL 像の定義
おおよそ 60％の企業は GBL 像を定義することなく、GBL 育成プログラムを開催している
というのが現状である。GBL を育成する上で、企業がそれぞれのビジネスニーズに合った
GBL 人材像を明確にさせることは必要不可欠であると思われるが、日本人だけを対象とす
る研修や、外国人を日本本社に呼んで行う GBL プログラムでは明確さは問われず、曖昧な
位置づけの研修になっているケースが多い。
実際、筆者の実施したインタビュー調査から、GBL 研修を「他社もやっているので、と
りあえず」といった程度の位置づけで実施していたり、一部の現地マネージャーに対する
「日本でのご褒美研修」という程度の位置づけだったりするケースは決して少なくない。
これらのケースの多くでは、参加者の選定を送り出す側の現地法人が行い、本社人事はノ
ーチェックだ。参加者が日本に来て研修が始まってから、本社人事が参加者の能力のばら
つきの大きさに唖然とすることになる。研修効果も著しく低下するため、こういった事故
は未然に防ぐことが重要である。
② 選定方法
対象者を選定する際にグローバル・ジョブグレーディングを用いている企業が 14.3％と
かなり低い割合であった。理由として、グローバル・ジョブグレーディングを構築するた
めのコストと手間があるのでないかと推察する。GBL 育成の観点からだけでなく、給与管
理、人員配置、キャリアディベロップメントなどの諸人事プログラムをグローバルレベル
で構築する上で、やはり何らかのグレーディングは必要となる。グレーディング無しでダ
イバーシティーの高い組織での社員間の平等を維持するのは不可能に近い。その基準をジ
ョブグレードにするのか、それともコンピテンシーグレードにするのかは、各企業の基本
人事ポリシーと照らし合わせて決めていくべきであろう。
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③ GBL 育成プログラムと配置
おおよそ 60％の企業では GBL 育成プログラム修了者に対し、配置やジョブチャレンジと
GBL育成プログラムとをリンク出来ず、育成プログラムで優秀なGBLを増やしたとしても、
有効に活用が出来ていないことがわかった。このことから、最悪のケースとして、グロー
バル人材が自分の能力を生かすため他の企業へ移り、グローバル化を目指す企業にとって
それが進まない悪循環を作り出してしまう可能性すら考えられる。よって、育成プログラ
ムにより教育された人材を有効に使うためにも、教育と配置・処遇とをしっかりとリンク
させるべきであろう。
第 2節 これからの育成プログラムの方向性
前節の「今後の課題」で述べて問題を解決する必要があるのは言うまでもないが、さら
に、これからの育成プログラムのあり方について著者の考えを述べる。
①e-ラーニングとアクションラーニングの有効性
「e-ラーニングとアクションラーニング」の項で述べたとおり、アクションラーニング
の効果は概して有効であるという結果が得られた。その有効性にも関わらず、図表 10「プ
ログラム内容」で示したとおり、アクションラーニングを採用している企業は4割程度で、
リーダーシップ開発や自社の戦略理解よりも低い水準である。本調査で判明した有効性の
高さから、今後、積極的に取り入れていくべきであると思われる。
アクションラーニングが有効性を示す主な理由については、調査結果をまとめると、以
下の 3 点である。
1、実践的な課題解決に向け自分で考え、チームでさらにそのアイデアを洗練できること
2、課題解決に向け、行動し、振り返りプロセスがあること
3、チームで作り上げた計画やアイデアの発表の機会が与えられていること
すなわち、「与えられた問題に対して、考え、行動し、その結果を反省し、それを踏ま
えて再度考えて、行動し、その結果を発表する」という学びのプロセスこそがアクション
ラーニングを有効ならしめている理由のようだ。このポイントは、今後の GBL 育成プログ
ラムを改善する上で大きなヒントとなる。現状の GBL 育成では、インプット重視の受身の
プログラムが圧倒的に多いが、受講生は、忘却曲線のために１週間も経てば学んだことの
大半は忘れてしまう。しかし、その学んだばかりの知識を、直ちにアクションラーニング
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を通じて実践で使っていくというプロセスが加われば、その学習効果を飛躍的に高めるこ
とができるのである。今後は、座学プログラムとアクションラーニングのテーマ設定の整
合を図ることが検討されるべきである。
また、アクションラーニングへの評価とは逆に、e-ラーニングのそれは非常に否定的で
あることが判明した。一般的に e-ラーニングは、語学学習や MBA 科目の習得など、単独か
つスポット的に使用されることがほとんどである。GBL 育成プログラムにおいても同様の
活用のされ方を見ることが多い。これでは評価が低いのも無理はない。実は、多くの e-
ラーニングサービスは、バーチャルディスカッション機能など遠隔環境でのグループワー
クを可能にするプラットフォームを備えている。今後はこういった機能に注目して、世界
中に散らばっているグループメンバーと与えられたテーマに対してバーチャルで取り組
むというように、他の育成プログラム、特にアクションラーニングとの整合性を持たせつ
つ、e-ラーニングの強みを活かす方向で活用されるべきであろう。
②今後の外部教育機関委託
図表 15 で示した外部委託率は、大よそ半分の企業で 80％超となっており、他の企業研
修と比較しても高い割合となった。多くの日本企業にとって GBL 育成は新しい課題である
ため、外部専門機関にプログラム設計や運営を依頼するのは自然であろう。同時に図表 19
のプログラムの見直しを考えている企業の 25％が外部の教育機関・講師の選択を上げてい
るように、企業は必ずしも現状の外部機関のサービスに満足しているわけではないことを
示唆している。今後、自社の GBL 像の明確化、コンピテンシーモデルの構築などの動きは
進むことが予想される中、GBL 育成プログラムも外部機関が提供する汎用プログラムの組
み合わせではなく、自社独自のプログラムを持つ企業が増加するであろう。実際、会社に
よっては既に複数の自社ケース・スタディを作り、それを中心に GBL 育成プログラムを運
営する企業も徐々に増えつつある。その意味で今後、外部専門機関の役割は、自社独自の
プログラム設計時におけるコンサルタント的な役割へと変化するだろう。育成プログラム
の頻度が増すに連れ、プログラムの講師やファシリテーター役も企業内部の人材の活用が
増加することが予想され、企業の外部依存は、今後低下すると推測される。
③英語の教育問題
GBL 育成プログラムの見直したい内容として、「外国籍の参加者を入れ、英語で研修を行
いたい」というものが、34 社中 3社あった。英語でのプログラム実施を困難にさせている
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最大の理由は、日本人参加者の英語のレベルの低さであると考えられる。帰国子女などを
除き、一般的な日本人社員にとって、かなりの努力をしない限りはビジネスレベルの英語
を身につけることが困難だ。この問題にどのように取り組んだら良いのだろうか？
まずは自社がどのようなグローバル化を目指すのかをしっかり定める必要があるだろ
う。例えば、研究・開発、生産、マーケティング、販売などのバリューチェーンのどの部
分をどのようにグローバルかするによって、英語の必要性も変わってくる。検討の結果、
ある業務分野で英語を堪能に話す日本人のリーダー人材が必要だとなれば、中途半端な取
り組みではなく、莫大な時間とコストが掛かることを覚悟し、徹底的に英語教育をすべき
である。多くの企業では様々なコンテンツを使用して社員の英語力を高める努力をしてい
るが、現実は選抜ぐらいにしか生かされていない。語学に関しては、やると決めたら徹底
してトレーニングすべきである。著者の経験上、英語教育には、「恥をかかせて、英語の
必要性を感じさせ、学習意欲を奮い立たせる」というプロセスが重要だ。
④理念教育
インタビューによる調査から、今後自社戦略と同様に理念教育の重要性が益々大きくな
ると推察される。現在、理念教育は、フィルムメーキングなどの受講者参加型のものや社
長や会長などのトップマネージメントによる直接対話によるものがある。加えて、ケー
ス・スタディを使って、理念教育を行うことも有効であると考えられる。実際に、フォス
ター電機株式会社では、GBL 育成研修において著者が作成したケース・スタディを使って、
理念教育を行った。（使用したケース・スタディは第 6 章第 3 節に示す）
⑤海外の GBL 育成プログラムとの比較において
欧米出身のグローバル企業において『GBL 育成プログラム』という名のついたプログラ
ムを見ることはまれである。それは一般的なリーダー育成プログラムが目指すリーダー像
がすでにダイバーシティーの高いグローバル環境で活躍するリーダーだからである。特に
GBL などとうたう必要がないのだ。グローバルリーダー用としてせいぜい異文化コミュニ
ケーションの教育を追加する程度である。
その点、日本企業はハンディーがある。これまでの日本人幹部の育成が GBL を目指して
いなかったからだ。国内の階層別研修を受けて立派に卒業した管理職がグローバルには全
く通用しないリーダーになってしまっている。単に語学力だけの問題ではなく、リーダー
としての常識や振る舞い、スタイルなどがグローバル環境では受け入れられないのだ。こ
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れは、今後、グローバル化を目指す企業がリーダー育成の最終ゴールを明確に GBL としな
ければならないことを示唆している。その上で、若いうちから時間をかけて段階的に育成
していく必要があるのだ。国内のリーダー育成に GBL 育成の視点を取り込むことには好ま
しい副作用も期待できる。現代の日本企業の国内組織の行き詰まり感は、役職者の大半を
占める団塊世代のリーダー達の古い考え方やリーダーシップスタイルに大きな原因があ
る。今後 5、6 年間でこれら世代が退職する中で、GBL になるべく育てられた若手の日本人
管理職は、国内組織をダイバーシティーが高く、もっと開かれた組織へと改革する中心的
役割を担っていくことになるであろう。
第 2節 ケース・スタディ（フォスター電機株式会社）
次項より著者が作成したケース・スタディを掲載する。本ケース・スタディの作成及び
使用目的は、フォスター電機株式会社が海外に勤務する非日本人リーダーに対し企業理念
や企業文化の理解を深め、浸透を図るためである。
（文字や図表の形式は、ケース・スタディのオリジナルの質感を損なわないことを意図
し、原文のまま掲載する。よって、早稲田大学大学院商学部商学研究科が定めた「専門職
学位論文」執筆要領に遵守しない部分がある。）
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フォスター電機
過去 20 年の体質改善とリーダーシップ
フォスター電機は現在、過去 65 年の歴史の中でも成長の時を迎えている。2014 年 3 月期の
予想売上高は過去最高の 1590 億円、当期純利益は 48 億円を見込んでいる。しかし、この輝か
しい業績を得るに至るまでの道程は決して平坦ではなかった。そこには、バブル経済崩壊や熾
烈なコスト競争などによる厳しい時期があった。それを乗り越えられたのは、どのような要因
からだったのか。コスト削減の成功又は、グローバル化によるものか？それとも、強力なリー
ダーシップによるものか？あるいは、これらの複合によるものか？はたまた、他に要因がある
のか？中国や韓国などの企業との激しい競争の中で、今後も勝者であり続けられるだろうか？
あり続けられるとすれば、どのように勝ち続けるのか？多くの関係者たちがフォスターの動向
に大きな関心を寄せている。
フォスター電機（創業～1990 年初頭）
フォスター電機株式会社（Foster Electric Company, Limited）は、各種音響機器の OEM メ
ーカーである。その起こりは、1949 年 6月に西村茂廣と篠原弘明が東京都渋谷区に信濃音響研
究所を設立し、スピーカーの製造を開始したことによる。1950 年代には、当時量産され始めた
トランジスタラジオ、特にソニーの「TR-55」用の小型スピーカーの生産を開始し、その高い
技術力がフォスター電機(当時信濃音響)のスピーカーに対する評価を一気に高めた。1962 年に
はマイクロホンとイヤホンの製造を開始し、同年 5 月には東京証券取引所市場第二部に上場し
た。1963 年には 8 石トランジスタラジオなどの回路製品の製造を開始し、1964 年にはヘッド
ホンの製造を始め、音響機器 OEM メーカーとしての地位を確立した。スピーカー、マイクロホ
ン、イヤホン、ヘッドホン、回路製品を中心に 1960 年～1980 年代は、売上高は順調に推移し
た。特に売上高に寄与したものの一つが、GMとのビジネスだった。1981 年に GM 向け車載用ス
ピーカーが承認されると、翌年納入を開始した。GM 向けのこのスピーカーの納入数は、1984
年に 1000 万本、1988 年には 8000 万本に達した。しかし、1990 年代に入ると、GM との取引を
含む好業績は一変、バブル経済の崩壊と競合他社とのコスト面での激しい競争とが相まって、
フォスター電機の業績は低迷する。
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PCM 計画
変化は、必ず必要である。しかし、重要なことは、変化させるべきこととさせないこととを
正確に判断し、今のビジネスモデルが終わりに近づいているかもしれないと考え、対策を講じ
て行くことである。【現会長－東泰雄】
1990 年の初め、東は 87年に設立されたシカゴにある GM 用のスピーカー工場で生産管理とア
ドミニストレーションを任されていた。本社からは、「GM のスピーカーは儲からないから、無
理して注文を取るな」との指示が来ていた。東はその指示に不満だった。製造する国を変えれ
ば、十分に利益を出すことが可能だと考えたからだ。本社では、連結でものを考えるなどと言
っていたけれど、実際に連結ベースでものを考えている者はおらず、原価すら連結で捉えてい
なかった。アメリカから日本を見た時、コスト削減意識が著しく乏しく見えた。東は言う、
「当時のフォスターは、日本料理のように食材を無駄に使い捨てるところが多かったが、中国
料理のように食材を余すところなく使い、無駄を無くす必要があると思ったね。1970 年、スピ
ーカーの価格は 400 円でラーメン一杯 25 円だったけど、1990 年にはスピーカーの値段は大幅
に下落し 200 円で、ラーメン一杯は 600 円。この変化を考えないと」
このような状況の中で彼は、具体例な改善案をレポートにまとめ、本社へ送った。内容の一
例を挙げれば、ある工場で作っている部品を海外の異なった工場で生産すれば、原価が幾ら下
がりそれで幾らになり、今の売価のままでもこれだけ利益が出る、又連結で考えるとこうなる、
というようなことを数字でシュミレーションしたものだった。当初彼は、価格競争が激化する
状況下では、コスト削減が最善のプラン(後に PCM 計画と呼ばれる)であると考えていたので、
すぐに本社で承認され実行に移されると思っていた。しかし、提案の一部であるメキシコへの
製造のシフトは具体化し始めたが、それ以外は、これといって本社からの反応はなかった。何
度もレポート作成するも、当時の役員達に受け入れられなかった。アメリカから日本の本社を
見ていたからより強く思ったのだろう。「なぜ本社ではああいう風にするのか？」と疑問をい
つも持っていた。東は数年先にはよりコスト競争が激しくなることを見通していたので、PCM
計画には非常に強い信念を持っていた。
そんな時、フォスターにとって大きな出来事があった。1992 年の決算は、1986 年以来の赤
字であった。（付属資料①）何か抜本的な手を打たなければ、93 年以降も赤字は避けられない
状況は誰の目にも明らかだった。そんな折、当時の専務から突然電話があり、「帰って来い」
と言われ、日本に戻ることになった。東の粘り強い提案が、受け入れられた形となる。そして、
PCM 推進本部に配属となり、1993 年 9月 PCM 基本計画書を作成した。
そもそも PCM とは、Profit Maximum and Cost Minimum を省略したものである。東が中心と
なって作成したこの PCM 基本計画書は、損益分岐点を下げることを目的に製造コスト及び原材
料コストの削減の重要性と方法論に焦点を当てたものだった。もう少し詳しく説明すれば、PCM
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の基本的概念は最も原価が安く出来る方法の追求である。TVや携帯電話などの多くの工業製品
は、人手によって成り立っている。製品はまた、部品によって成り立っており、その部品はま
た、幾つかの部品によって成り立っている。即ち、階層展開をすればするほど人件費の占める
割合が多くなる。そして、それが先進国と発展途上国との賃金差をより多く享受できる。これ
らが、基本的なコンセプトだった。
PCM の構想の骨子は、①スピーカーを構成するあらゆる部品を、中国番禺工場を中心にグル
ープ会社で製造、又は現地調達する。②これらの部品をオールフォスターの海外拠点に供給す
ることにより、部品コストの大幅な削減を図り、コスト競争力をグループ全体で強化する。③
基本部品を生産構造から徹底的に合理化し、同時に中国、メキシコ、インドネシアの生産拠点
の規模の拡大を促進する、といったものだった。即ち 80%程度日本の部品に依存していたもの
を 50%位まで現地調達率を上げること、（脱 Japan）又は、内製化(日本で購入していた部品を
現地子会社製化)することが基本計画であった。
これが策定された主な外部的な要因は、1980 年代後半の急激な円高(付属資料②)に加え、フ
ォスター電機の主要顧客の産業であるオーディオ、オーディオ・ビジュアルと自動車は市場規
模が有限となり、価格競争が激化していたためだった。このような状況下で、東は「コスト」
が競争の決定的な要因なり、利益を出すには競争相手より一歩先んじたコスト削減を実現する
ことが、フォスターが勝ち残る最善の策であると考えた。
PCM 計画の効果は、東の考えていた通りの結果となった。この計画では多種多様な製品や部
品に及んでいたため、効果が出来るのに時間的なバラつきがあったものの、1993 年から 1999
年 3 月期まで売上高は増収となった。また、1996 年から 2000 年 3 月期まで 20億円を超える当
期純利益となり、過去最高利益となり劇的な黒字転換を果たした。(付属資料①)過去 20 年の
中でフォスターにとって、この時期を躍進の第一ステージ(1993 年～1997 年)と呼ぶことが出
来るだろう。
東の経営改革
2005 年 6月、東は社長に就任した。「お世辞にも良い会社だ、とは言えなかった」と東は
当時を振り返る。当時の状況として、PCM 計画は 1993 年から推進され、2000 年に入る頃には
全社に浸透していた。しかし、過剰なコストダウンの反動として品質に問題が出始め、基準に
満たない製品の納入により顧客からのクレームが出ることがしばしばあった。そういった中で、
東の脳裏を過ったのは、1990 年後半から 2000 年初頭に掛けて、多くの日本の電機機器メーカ
ーが海外に製造拠点を移し、コスト削減だけに集中したため、品質を落とし顧客からの信頼を
失っていたことだった。結果として、幾つかのメーカーは業績不振により倒産・合併吸収され
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るに至っていた。フォスターも同じ道を辿りかねないと危機感を感じ、東は品質向上の手立て
が喫緊の課題だと考えていた。
また、フォスターには根本的な問題が他にもあった。それは明確な中長期の戦略がなく、戦
略を立てても赤字が出ると守りに入る縮小均衡の文化が色濃く残っていることだった。東は言
う、「社長就任時に、中期計画は尻切れトンボとなっていた。要するに、町工場の名残がまだ
まだあった」そこで、FMQE (Foster Manufacturing Quality Evolution)をベースとした中期
計画「HEROS2010」を明確に打ち出した。それは、2010 年までに売上 1000 億円、ROE8％以上の
達成を目標とするものだった。そして、他の役員とコンセンサスを十分に取りながら、東は品
質向上を目的とした FMQE プログラムを中心に、ガバナンス改革、リスク分散、人事制度改定
を中心とした経営戦略を策定し、経営基盤の強化に邁進するのだった。
FMQE プログラム
過去 10年間で、東の努力もありフォスター全体にコスト削減意識は完全に浸透していた。
しかし、コスト削減意識が高まり過ぎ、品質に問題が出て来ていた。そこで、コスト削減しつ
つ品質を高める、FMQC (Foster Manufacturing Quality Evolution)が掲げられ、製品品質向
上や業務品質の向上に重点が置かれた。
FMQE の具体的な施策の具体的な取り組みとして東が行ったことは、まず「生産量よりも品質
が重要である」という意識改革だった。明確に、「生産量＜品質」としたのには、理由があっ
た。生産量と品質の関係は、売上高と利益の関係に似ている。自然に任せると、人は売上高ば
かりを上げようとする。同じ様に、生産現場でも特に手を打たない限り、生産量だけに集中し
がちである。それは利益も品質も目に見えにくく、認識が困難であるためだ。そこで、容易に
認識出来るようにするために、クレーム率などの指標を作り、指標ごとに目標数値を設定し、
目で見てわかるようにした。可視化されたことにより、以前に比べて品質が定量的に認知され
るようになり、品質に対する意識が高められていった。
次に、東が行ったのが、品質を高める仕組み作りである。製造現場では、どの工程でどのよ
うな品質的な問題が起こるのかを分析し、問題が起こる製造工程を見直したり、完成した製品
や製造工程をチェックする機能を高めたり、と対策を講じた。更に製造現場だけではなく、営
業・経理・研究開発などの部署にも品質を高めるために改善を求めた。例えば、設計部門には、
製造が複雑になり品質低下に繋がり易い設計を出来る限り避けさせるというものだった。
東が最も重きを置いたのは、人の教育だった。仮に品質低下に繋がる製造工程を見つけ出し
たり、チェック機能を強化したりしたとしても、それに携わる人が十分に教育されていなけれ
ば、それらの効果は十分に発揮されない。そこで、製造現場で働く作業員に研修を受けてもら
い技術レベルの向上を図った。また、これらの研修は、品質重視の意識を高めるのにも大いに
役立った。
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ガバナンス改革
東は、自らの独断で決断し会社経営するのではなく、意思決定のために役員や幹部の意見を
反映させる仕組みが必要であると強く感じていた。
まず、相互の理解を深めるために、東は毎週月曜 9時から 12時まで会議を開くことにした。
この会議は全役員が出席して行われ、東の考えや会社の問題点についてブレーンストーミング
を実施し、中期の会社の方向性や戦略が話された。このミーティングが寄与し、新たな取り組
みを行う場合にも、役員会で決済を取るまでに早い段階でコンセンサスを得ること出来ていた。
また、東は役員のコンセンサスを得ることの重要性を理解すると同時に、迅速な意思決定が
現代のビジネスで勝ち残る重要な要素であると考えていた。そのための仕組みが合議制である。
基本となるのは、月に 1 回程度開催され、役員・本部長の 10 人程度が集まる本部長会議と月
に 2 回程度行われる、役員・本部長・副本部長の 15 人程度集まるプロジェクト会議である。
この 2つの会議では原則結論が下されることとなっており、早い意思決定に大きな役割を果た
している。
次に東が行ったことは、社外取締役制度と執行役員制度の導入である。前者の制度では、M
＆A 専門の弁護士や公認会計士を社外取締役として招聘し、外部から多種多様な考えや意見を
意思決定に取り込めるようにした。執行役員制度では、若く有能な者により大きな業務や責任
を持たせる狙いで作られ、以前は役員登用が 50 歳前後であったが、40 代半ばで執行役員にな
れるようにした。加えて執行役員制度により、60歳の役員の定年後に執行役員となることが出
来るようにした。この執行役員制度は優秀な者には早い段階で、もしくは長期に渡り重責を担
ってもらうことを意味し、後述の業績連動の給与制度との適合性を高める狙いもあった。
ガバナンス改革後について、東は以下の様に語っている「透明性と for the company を強
く打ち出すことで会社内での物差しが明確になった。その結果、私利私欲が入る余地がなくな
り、社長就任時にあった本社内での派閥が自然となくなった。また、ガバナンスや人事制度に
より『Fair』を多くの上級幹部が実感できたので、この考え方が支持されたのも大きかった。」
リスク分散
1987 年～2005 年までは中国に製造を大きく依存していたが、政治的な暴動やストライキが
懸念されていたことに加え、賃金上昇の問題もあり、ナショナルリスクの軽減が重要な課題と
なっていた。ナショナルリスクの低減策として、東西回廊と南北回廊上(付属資料③)に 6法人
で 8 工場を建設する計画を策定した。そして、中国からベトナム、タイ、ミャンマーに工場を
建設した。国と地域の 2軸で、他の国もしくは同国であっても異なった地域に製造をシフトし
始めた。特にミャンマーは、インド、ヨーロッパの入り口で中国との地形的な繋がりも強いの
が大きなメリットとであると考え、他の日本企業より先んじて進出した。
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特出すべきは、工場建設の意思決定から工場が稼動するまでの期間である。その一端を見る
ため、ベトナム工場の例を示すことにしよう。2005 年ベトナムに工場建設の話しが持ち上がり、
同年 10 月に進出検討が決定される。翌月の 11 月に役員を含む第一次調査団派遣され、調査団
は東にレポートによる報告を行った。そのレポート内容により、東と他の役員は、建設予定地
は工場建設に高いポテンシャルがあると判断した。同月、さらに具体的な建設計画策定のため
に他の役員を含む第二次調査団が派遣され、現地を調査した。再度レポートが提出され、内容
が精査された。12 月、正式にベトナムへの進出が決定した。進出検討決定から進出決定まで僅
か 2 ヶ月という驚異的な速さであった。2006 年 1月設立登記、同年 2月に工場建造がスタート
し、5月に製造を開始した。
また、この工場建設は、ナショナルリスクの低減に加え、後述するノキア向けのイヤホンな
どの生産に備えてでもあった。ただし、この業界では、不測の事態がよく起こるため供給能力
を増やしたとしても、需要が減る場合も十分に有り得る。その場合に備えて、中国の工場を縮
小すれば良いという考えが東には有り、代替計画も用意していた。
人事制度改定
東は如何なる戦略を立てたとしても、基本となるのは「人」であるという考えを重視してい
た。そして、優秀な者がその能力を発揮するためには、人事制度の改定が必須であると考えた。
フォスターの優れた社員にはより大きな責任のあるチャレンジングな業務につかせることに
加え、より好業績を残したものにはそれに見合った報酬が得られるように人事制度改革を行っ
た。
①早期昇進
以前は、早くても部長 45 歳、課長には 35 歳でしかなれなかったが、課長で 30 歳、部長で
40 歳前後と大幅に昇進年齢を引き下げ、能力のある若年層が活躍出来るようにした。
②契約社員制度（現在では、1割弱の者がこの制度を利用している）
55歳で役職定年を迎えるが、有能な役職者のモチベーションの維持と能力の有効活用のため
に、1 年契約の契約社員制度を導入した。以前は役職定年後には給与が下がっていたが、この
制度が適用されると、多くの場合に以前の給与より1割から2割程度上がることなった。また、
契約社員となると 60 歳の定年後も給与は増える、もしくは現状維持となった。
③給与制度
部長クラスの給与は業界平均の 7 割程度であった。そこで給与制度を見直し、業績給のウェ
イトを増やし、業績連動報酬とし、業界平均と同程度にした。特にボーナスは 4 ヶ月分から業
績に応じて最大 6 ヶ月まで支給されるようにした。
これらの制度改定により、社員の行動基準が明確になり、会社の方向性も徐々に明確になっ
た。同時に、給与や役職などの待遇が従業員のパフォーマンスに伴って来たことにより、モチ
ベーションが上がり、東が思い描く戦略実現のモメンタムとなった。
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東は社長就任以来、HEROS2010 を達成するべく、FMQE プログラム・ガバナンス改革・リスク
分散・人材制度改革を行った結果、中期計画などの会社が進むべき道が明確になり、組織の方
向性についての曖昧さが劇的に減少した。そして、組織力を向上させたこれらの改革は第 2ス
テージ(2005 年～現在)の基盤となった。
Supersonic Management
飛躍の時期である第２ステージを迎えることが出来たのは、東が行った改革に加え、現社長
の宮田の活躍が大きい。宮田は 2001 年～2006 年の間のノキアとアップル社とのビジネスに携
わっていた。将来を見据えた 2社とのビジネスが、現在のビジネスモデルである「低価格大量
生産」の始まりとなり現在へと繋がって行くのである。
2001 年当時、宮田は 70名程度の部下を持ち、売上高 60 億円規模の事業の本部長だった。主
に PC用のスピーカーを製造していたが、競合他社が多く競争が非常に激しい分野であったの
で、スピーカーだけでは将来に強い不安を感じていた。その一方で、携帯電話の将来性には大
きな期待を寄せており、携帯電話の時代が必ず来ると考えていた。同じことを感じていた人は
少なくなかったが、宮田が特に強い関心を抱いていたのは、携帯電話用のイヤホンの将来性だ
った。その当時、携帯電話のイヤホンはあまり普及していなかったが、宮田は必ず多くの携帯
電話には付属のイヤホンが必要になると確信していた。なぜなら、シンガポールの駐在期間中、
トレンドの先を行くシンガポール人がイヤホンを使って携帯で話している姿をしばしば見た
からだった。
その確信のもと、ノキアの携帯電話用イヤホンの営業を始めた。何度かの交渉後、ある条件
を引き出した。その当時、フォスターはすでにノキアにイヤホンを 230 円前後で納入していた
が、「100 円前後で入れてくれるならフォスターとだけ取引する」といったものだった。100 円
前後で納入するということは、原価を半値以下に下げる必要があった。常識的に考えると不可
能と思えるレベルだったが、宮田には 100％の確信はなかったものの、十分に可能なラインだ
と直感的に感じていた。その宮田の確信というのは、ノキアからの仕様書のぎりぎりの要件で
製造すれば、という条件付の下に成り立っていた。そもそも、ノキアの取引に拘る三つの理由
が宮田にはあった。①大量生産のノウハウを得れば、他の生産にも転用可能である、②シェア
が上がるとノキアに対するバーゲニングパワーが強くなる、③一日中同じものを作れば、工場
の稼動効率が格段に上がる、というものだった。
トップマネージメントの多くは宮田の考えに懸念を示していたので、計画を実行に移すため
の初めの問題は、彼らの説得だった。ぎりぎりのコストで製造すれば品質が落ち、不良品とな
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る危険性が高かったので、彼らが容易に同意しないのは当然のことだった。しかし、宮田は腹
を決め半ば押し切る形で、このプランを実行することにした。もしうまく行かなければ、責任
を取らなければならないと覚悟をしていた。
決断してからの宮田の行動は早く、早速提示された仕様で試作に取り掛かったが、完成まで
の経緯は非常に困難なものだった。原価を落とすための障害は、もちろん技術的な面もあった
が、それ以上に宮田が苦労したのは部下を「その気」にさせることだった。宮田がこの一連の
計画を直属の部下に初めて話したとき、彼らの反応は反発というより、鳩が豆鉄砲でも食った
ようだった。彼らの内心は「宮田さん、何を言っているんですか。出来るわけないじゃないで
すか」というものだったかもしれない。宮田は、そんな彼らに「やってみないとわからないじ
ゃないか。とにかくやれ！」と声を荒げた。それは、半ば強引なもので、端的に言えば命令だ
った。そうでもしないと、宮田は部下を動かすことが出来ないと感じていた。もちろん命令だ
けでは、部下は動いてはくれない。そこで、宮田が第一に考えたのは部下に小さくても良いか
ら早く結果を出させることだった。そのために PDCA サイクルを可能な限り早く回し、VE(Value
Engineering)を基にすべての部品や製造工程の見直しを行った。その結果、原価が下がって行
くに連れて、彼らは成果が出ることに喜びを感じ、それぞれが自主的にさらなら努力をするよ
うになった。部下達の血の滲む様な努力の結果、原価は見る見る下がって行った。その時には、
すでに彼らに「無理に決まっている」という当初の考えは無く、「出来るのではないか」とい
う積極的なマインドに変わっていた。そして、2005 年 5月に宮田の予想通り、原価を半値以下
にすることに成功し、なんとか仕様書スペックぎりぎりでサンプルの完成に漕ぎ着けた。（2013
年現在ではさらに製造の効率化を図り、2005 年の原価の 7 割以下となっている。）すぐに先方
に提示はしたが、通信業界の規制の厳しさもあり、納入を始めたのは 2006 年 1 月だった。月
産 800 万個、直ぐに 1000 万個となった。ピーク時の 2008 年には 2500 万個に達し、現在でも
月平均 1500 万個の納入数となっている。
2002 年、アップル社からコンピューター用のアクティブスピーカーの引き合いがあった。そ
のスピーカーの研究開発のため、フォスターは多額の投資を行った。しかし、突然アップル社
側から、スピーカーの開発中止の通達が来た。既に、投資額は 4～5千万円に達していた。当
時このスピーカー開発を担当していた宮田の部下は、突然のことに途方に暮れていた。その部
下に、宮田はある指示を出した。それは、アップルとの良好な関係を保つことが重要であるの
で、研究開発に費やした資金の回収を無理にする必要は無いといったものだった。宮田は、ア
ップル社の現状から今は「恩を売る時期」だと判断していた。現在の視点から考えれば特に驚
くような指示ではないかもしれないが、その当時のアップルの業績から常識的に考えれば、意
外なものだった。当時のアップル社の業績が芳しくなかったが、宮田はアップル社の将来性を
強く感じていた。なぜ、そう思ったのか。宮田は次のように語っている。
「具体的な理由や論理的な根拠があったわけだはなかった。ただ、当時アップルは Bランクの
会社だったけど、アップルについての情報や発売している斬新な製品から、直感的に近い将来
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必ず復活すると感じていた」
その後、その部下は宮田の指示通りアップル社と接していると、アップル社から大きな注文で
はなかったが、イヤホンの注文を受けた。それは、2001 年に発売となっていた iPod 用のもの
だった。その当時、さすがの宮田も予想は付かなかったが、この受注が後の大きなフォスター
の転換点に繋がって行くことになる。
アップル社の価格要求とビジネスのスピード感は他の顧客と比べ圧倒的なものだったが、十
分に対応出来る範囲だった。宮田を驚かせたのは、アップル社が音質よりもデザイン性を非常
に重視している点だった。宮田は当時を振り返り、「デザイン性への拘りは異常だった」と語
る。そして消費者に高いデザイン性が受け、第二世代の iPod は大ヒットとなった。 iPod 用の
イヤホンの生産数は 2005 年には月産 300 万個となり、2008 年には 500 万個に達した。
2006 年中頃、宮田はアップル社が新しいコンセプトの携帯電話を開発中との情報を掴んだ。
その携帯電話とは、のちに大ヒットとなる iPhone だった。この情報を掴むと直ぐにアップル
に接触し、iPhone のイヤホンの受注も勝ち取る。アップル社は品質・デザイン性・価格・受注
数の面で並大抵の相手ではないが、なぜ対応できたのか？「ノキアの時に多くのノウハウを得
ていたことに加えて、2002 年当時に恩を売ったことが効いている。」と宮田は語る。
この一連の経緯の結果だけを見れば、棚から牡丹餅のように思えるかもしれないが、その裏
には経営者としての宮田の抜群の「嗅覚」が働いていたことは疑いようがない。後日談となる
が、2012 年 9 月に発売された iPhone5 用のイヤホンの受注も加えて勝ち取っている。そのイヤ
ホンは、世界一の音を出すと宮田が自負する、バイオ振動板を使ったものだ。開発にはおおよ
そ 3 年掛かったが、現在は受注をほぼ独占している。
リーマンショック
東の社長在任期間の中で最も衝撃を与えた出来事が起こった。
2008 年 9 月、米投資銀行のリーマン・ブラザーズが破綻し、世界的金融危機（世界な不況）
が起ころうとしていた。東は、今回の不況は予想以上に大きなものになる可能性が高いと判断
し、素早い対応が必要であると感じていた。そして最悪のケースに備え、迅速に対策を講じ、
それらを実行に移した。
まず、当初の計画より大幅に需要が大幅に落ち込むことを見込んでいたので、すぐに人員の
調整を行った。特に中国の番禺工場では新規採用を中止し、契約社員の更新をせず、2008 年
10 月から 12 月までに、大よそ 1 万人の従業員を減らした。
次に対応しなくてはならない最も重要な課題は、アメリカのシンボル的企業である GM との
関係をどうしていくかということだった。アメリカの経済が悪くなれば、必ず自動車販売数が
落ち、GM の業績に大きなダメージを与えることは明白だった。しかし、これは非常に難しい判
断だった。なぜなら、まず GMとの取引は 30年近く続いており、80 年代にはフォスターの好業
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績に大きく寄与し、当時においてもある程度大きな売上高があったからだ。加えて、アメリカ
のフォスターエレクトリックが「一時的に業績不振になったとしても、GMは大丈夫だ」と自信
を見せていたからだ。アメリカ側からしてみれば、GM が倒産するなどとは夢にも想像出来ない。
ある意味当然である。幾ら不況になったとしても、日本人にとってトヨタが倒産すると想像す
ることは容易ではない。アメリカ人にとって、それと同じことだった。
しかし、東・宮田・吉澤の考えは、アメリカ側とは袂を分かつものだった。この三者の考え
が、なぜアメリカ側とは対照的だったのか？それは、日本側では多くの情報を掴み、アメリカ
側より冷静にそれらを分析していたからだった。その主な情報として、GMの 2008 年の自動車
販売台数は前年と比べても不振であったこと、また巨額の年金・退職者医療の債務を抱え、債
務超過に陥っていたことだった。そして、株主配当も停止され、金融市場から債券発行による
資金調達も困難な状況にあったことに加えて、アメリカ政府が金融支援を行わない公算が大き
いかったことだった。このような客観的な推察から、GM との取引継続は危険であると判断し、
アメリカ側に取引中止の意味合いを示唆した納入価格の2倍～3倍の値上げをGM側に通達する
ように指示した。しかし、前述した GMに対する楽観的な見方からアメリカ側はその指示に従
わなかった。やむなく、2009 年 1 月に弁護士に手紙を作成させ、GMに値上げについての通知
を行った。同時に 2009 年 3 月までに、アメリカのフォスターエレクトリックに GMとの交渉を
決着させるよう指示した。
東自身は、「メーカーの寿命は 30年ぐらいで、良い時期は 10 年程度だろう。だから、特に
難しい判断とは思わなかった」と振り返る。しかし、吉澤は GM のこの件について、「東の『今
後 30年間 GM とはビジネスをやらなくていい』という決断が何より大きかったと思う。なかな
か、普通はそうは言えない。フォスターの GMのシェアが 30％から 10％に落ちてはいたが、そ
のまま取引を続けていれば数億円の損害が出ていた」と振り返る。
80％理論と中長期戦略イメージ
2009 年 6 月、宮田は社長に就任した。就任当初から、フォスターがエレクトロニクス業界で
生き残るためには、何よりもスピード感のある意思決定がフォスターの生命線だと感じていた。
取締役と幹部社員との円滑なコミュニケーションや合議制などにより、2000 年初頭に比べ飛躍
的に意思決定のスピードは速くなっていた。しかし時間の進み方が異常に早いこの業界では、
宮田は、まだまだ不十分であると考えていた。そこでまず宮田は、重要事項を決める本部長会
議では取締役は議題だけでなく、「自分はこう考えていて、こうしたい」という明確な意思を
会議前に示すことを原則とした。そして、会議では 30分以内に結論を出すこととした。
なぜ、異常とまで思える早い意思決定が可能なのか？宮田が「80％ならやる」といった基本
方針を打ち出しているからだ。多くの日本企業では、90％か 95％の予想が付いたとしても、計
画が実行に移されない場合もある。しかし、宮田は 80％先が見えるプランなら実行に移し、あ
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との 20％は実行過程で問題のある点を修正・改善して埋めていく。重要なことは、20％の不確
定要素から起因するリスクは取締役と幹部社員で共有し、現場で解決していくことであると宮
田は言う。他のほとんどの日本企業のトップマネージメントとは異なり、将来の見通しが付き
難い海外での勤務が長い宮田ならではの考え方である。
しかしながら、早い意思決定が出来たとしても、その意思決定が誤ったものであれば意味を
成さない。その判断を誤らないためにも、どの方向に進むべきかを明確にする必要があり、さ
らにそのゴールをどのように設定するのかが重要である。宮田は、「従来の積み上げ式による
目標設定や計画は意味がない」と切り捨てる。なぜなら現在の世界では、どうのように変化す
るかを誰も正確には予想出来ないと、考えるからである。予測不可能とも思える非常に早い変
化に対応するため、宮田はフォスター式の将来像設定法をモデル化している。(付属資料④)将
来像を設定するに当って、まず 10 年後 20 年後のあるべき姿(ビジョン)を決める。そして、そ
のあるべき姿から 10 年後、5年後、3年後の通過点を設定し、必要な条件を逆算する。そして、
それぞれの通過点において何が必要なのか、また何をすべきなのかを分析し、日々の行動に落
とし込んで行く。フォスターが生き残っていく上で、このプロセスが先回りし先手を打つ経営
の基本となるコンセプトであると宮田は強調する。
フォスターのリーダーシップ
フォスター電機のリーダーシップは、社是の「誠実」から大きく影響を受けている。しかし
社是の「誠実」は、非常に多義的な意味を持つ言葉である。「誠実」という一語は 1958 年に
社是に制定されて以来変わっていないが、それをサポートする文言は何度か変わっている。
(付属資料⑤)
社是について、東は「近江商人の三方よし『売り手よし、買い手よし、世間よし』 と同じ
ように、従業員・顧客・社会がすべて揃ってこそ意義がある。トヨタさんや伊藤忠さんのよう
な一流企業も、基本的には同じ考え方」と話す。
社是の「誠実」を一体どのように解釈すればよいか？明確に成文化されたものはないが、今
も昔も変わらず確実にフォスターウェイとして存在し、フォスターのリーダーシップの基本と
なっている。
社是の制定
社是制定時のことについて、創業者である西村は以下のように語っている。
「『誠実』という社是の精神は、物造りをする過程で人間関係がいかに大切かいうことを痛感
したところから生まれた。その基本となるものがいつも誠実な心を持っていること。人は何と
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いっても人間関係を大切にしなければなりません。それを維持する基軸はうそ偽りのない心を
持つことで、私達はとにかくこれ(誠実)を喚起しようということでしたね」
共同設立者－篠原(2 代目社長)の決意
篠原が西村について行こうと決意した理由は、海軍時代に培われたレーダーと音響関連の卓
越した技術だけではなかった。二人の出会いは、1946 年 11 月、出光興産のある工場だった。
篠原はその時のエピソードを、後年以下のように語っている。
「ある日、停電灯を作っていた時、その作業の過程においてエンパイチューブで電池液を抜く
というものがありました。中身は硫酸ですから下手に吸ったら大変なことになる。あの当時、
出光の大森工場は兵隊から帰って来た人が多かったのですが、そういう仕事はみんな嫌がって
逃げてしまうのです。ところが、西村さんはこんな人の嫌がる仕事を率先して行っていました。
そして、その吸い方を西村さんから直々に教わりました。この西村さんの態度に感激したこと
を、今でも鮮明に思い出します」
後日、西村から「(会社を)一緒にやらないか」と言われたとき、篠原は「やりましょう」と
即答した。フォスター電機の歴史はここから始まった。
社是「誠実」の意味
篠原が「誠実」について以下のように語っている。
「私は軍隊時代に多くのことを学んだ。悪い事もたくさんあったけれど、良い事もたくさんあ
りました。その一つが『不動の姿勢は軍人基本の姿勢なり』という言葉です。姿勢というのは、
姿勢を良くすること自体に『魂の姿勢』も良くするということが含まれています。姿勢を正し
くしていないと、気持ちも何となく俯き加減になる。積極性も無くなりますし、何かよからぬ
ことを考えます。胸を張った時に、誇りというものがでるんじゃないですか。」
企業は人なり
1970 年、東は 25 歳で韓国に駐在となった。ひたすら原価計算をし、コスト削減に努める毎
日だった。ある時、工場に材料の納入があったが、運搬作業員は 2、3 人しかおらず明らかに
人手が足りなかったので、韓国の社員に手伝うように指示した。しかし、皆自分の仕事ではな
いといった態度で、誰も手伝おうとはしなかった。東は彼らを咎めることも無く、自ら手伝う
ことにした。その後、定期的に何度も同じようなことがあった。ある日それを見ていた一人の
社員が、荷物を降ろすのを手伝い始めた。一人、また一人、と手伝う者が増えた。そしてとう
とうある者が、東に「私たちがするから、他の仕事をしてください」と言った。
1978 年、東は 32歳の時にシンガポールに異動となり、それから 12 年間シンガポールに駐在
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することになる。当時のフォスターは教育制度が未整備だったので、シンガポールに駐在して
いた日本人は原価計算に必要な基礎的な経理の知識が不足していた。東は韓国駐在中に経理に
関する知識を一通りマスターしていたので、多忙な毎日ではあったが、それを数名の社員に教
え始めた。1985 年に、フォスターで管理職登用試験が始まった。試験内容は、時事用語、経営
方針、経理知識や基礎的な数学などの筆記試験の後に、役員の前でプレゼンを行うといったも
のだった。東はその試験を受ける社員のため、非常に骨の折れることではあったが、模擬問題
集を自身で作成しそれを使って熱心に勉強を教えた。プレゼンのために OHP の作成を手伝い、
本番さながらにプレゼンをさせ改善点を見つけてはアドバイスをした。その指導が功を奏し、
数年に渡って受験した 20 名すべてが合格となった。更に、上位合格者にはシンガポール駐在
員が名前を連ねた。「そんなことをしている内に自分を慕うものが増え、自然とコミュニティ
ーが出来たのが不思議だった」と、東は語る。
真のリーダーとは
宮田は 1980 年～1990 年と 1995 年～2000 年までの、通算 15 年に及ぶシンガポール駐在の
経験を持つ。シンガポールの駐在中には、数多くの成功体験だけでなく、記憶に強く残る辛い
経験も多くしている。1995 年に、彼はフォスターエレクトリック(シンガポール)の代表を務め
ていた。出来る限りのことをしたつもりだったが、思うように収益が上がらず、工場の従業員
を解雇しなくてはいけない事態となったことがあった。そして、リストラで社員に解雇を言い
渡す業務を経験した。会社人生の中で最も辛い体験の一つだと、彼は回想する。宮田がある従
業員に解雇を告げた時、明日からの生活を考え不安になったのか、その従業員は泣いてしまっ
た。宮田は、それを見ていると何とも言えない気持ちになったと言う。
宮田によれば、経営者には 2つのタイプがあると言う。一つは経営効率を重視して人員整理
を実行できる経営者で、もう一方はそれをしない経営者だ。宮田は前者を現実的な経営者と言
い、後者を心温かい経営者と表現する。
1985 年当時、宮田はシンガポールで QC マネージャーをしていたが、もともと技術屋である
彼は QC に関する知識が十分とは言えなかった。立場上のこともあって、気軽に色々と現地の
社員に聞くことも出来ない。仕方なく、参考書 3、4 冊を本屋で買って自分で勉強し、日々の
業務をこなしながら、独学で知識を吸収する毎日を過ごしていた。そして、QC マネージャーと
して 3、4 年の月日が経過した。そんなある日のことだった。日系電機メーカーに納めた 80 万
個のスピーカーの磁石部分のカシメが弱いことが発覚した。その製品は、品質的に規定のレベ
ルを満たしていないことは明らかだった。新たにスピーカーを一から製造していたのでは、到
底納期に間に合わない。納期が遅れ、顧客の工場のラインが止まってしまうようなことがあれ
ば、損害賠償請求という大問題に発展すると、宮田は思った。そこで、先方の責任者に交渉し
てみることにした。まず、支障が出るほどではないが、若干カシメが弱いことを告げ、応急処
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置的にその部品の上から接着する許可を得た。そして接着後、実際に大きな衝撃が加わらなけ
れば部品は落ちないので、責任者に「部品は落ちない」と宮田は説明した。だが、スペック不
足は否めない。結局、納入した 80万個のスピーカーに何ら問題は起こらなかったが、嘘では
ないにせよ、その説明が宮田は誠実さに欠ける対応ではなかったかと自問自答した。しばらく
考えると自分自身の中で、一つの結論が出た。実はこれが、「本当の仕事」ではないか、と。
なぜなら時として曖昧になりがちな標準を規格ではなく、自分の基準を決め、その基準で判断
し、決断するといことは、いかに難解で重要であるかを肌で感じたからだった。
宮田が 1996 年にシンガポール現地法人社長をしていたときのことだ。フォスターをメイン
顧客とする、シンガポールにあるサプライヤーの資金繰りがうまく行かず、倒産寸前であるこ
とが耳に入る。日本にあるサプライヤーの親会社の倒産によるもので、そのサプライヤーは連
鎖倒産寸前だった。倒産を防止するには、数十万シンガポールドルの融資が必要だった。本社
に相談すると、「資産保全(金型の回収など)をすること、ただしお金は出さない」、という返答
が返って来た。そして、「倒産させてはならない」というものが付け加えられ、どう考えても
両者は両立しないものだった。何度も本社と交渉したが、基本的な指示の変更はなかった。だ
が、ゆっくり考えている時間はなかった。しかし、現地法人のトップとして、早急に決断を下
さなければならない。フォスターのためだけではなく関係している顧客のことを考えれば、宮
田は支援するべきだと考えていた。しかし、結論を出しかねていたので、シンガポールの社員
を集めてミーティングを開いた。そして参加した部下にこのことについて意見を求めてみたと
ころ、皆、助けるという宮田の考えに賛成だった。あとで本社から承認を得ることにして、宮
田はそのサプライヤーに支払の前払金として 70万シンガポールドルを支払った。サプライヤ
ーが潰れれば、顧客と他のサプライヤーに迷惑をかける。何かあれば責任は宮田自身が取るつ
もりだった。しかしそのサプライヤーは財政難を切り抜け、なんとか窮地を乗り越えた。
1996 年にジャカルタで華僑に対する不満が発端となり、暴動が起こった。その時にはフォス
ターの 3 人の社員が日本の電気機器メーカーに出張中で、暴動に巻き込まれたとの報告を受け
た。何度も携帯電話で連絡を取ってみたが、繋がらない。繰り返し電話をかけ続けるうちに、
やっとのことで繋がった。彼らの様子を聞きながら、宮田はその脳裏に 3つのオプションを思
い浮かべた。それは、①空港に行かせて、シンガポール行きの飛行機に乗せる、②出張先に留
まらせる、③ホテルで待機させるというものだった。いつ電話が切れるかわからなかったので、
悠長に考えている時間はない。即座に指示を出さなければならない。オプション①を選択し、
空港へ行けという指示を出した。その理由は、さすがに空港は襲撃されることはないだろう、
というものだった。結果として、3人の社員を無事に帰らせることが出来た。
1997 年にも、インドネシアで暴動が起きた。ビンタン島の発電所が襲撃され、電気の供給が
ストップし、バタム島の工場が機能しなくなった。宮田が指揮し、フォスターが所有している
クルーザーで、工場の従業員に食料を運んだ。フォスターの従業員だけでなく、ビンタン島に
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いた他の日本企業の従業員にも食料を分けた。その後、すぐに暴動は治まったが、根本的な問
題解決はされていなかったので、またいつ起こるかわからない。ある日、ビンタン島の工業団
地に工場を持つ日本企業の代表が集まる会合に、宮田は出席した。その会合で、宮田はあるア
イデアを提案した。それは、暴動を起こした中心的メンバーであるその地域の地主たちの子供
に学校を創り、学費の免除制度などで優遇してあげれば、地主たちは暴動を起こさなくなると
いったものだった。その意見が後日、インドネシア当局に採用され、宮田の狙い通り暴動は起
こらなくなった。
ほかにも暴動に関するエピソードは数え切れない。未然に防止したケースとして、暴動が噂
された日に工場内にサーチライトを煌々と照らし、昼間のように明るくして暴徒を工場の敷地
内に入って来にくいように対策を取ったこともあった。命の危険がある場合でも、リーダーと
して工場から離れたくなかったので、暴徒に襲われることを想定して、金をポケットに一杯に
入れ、襲われたら、それをばらまいて逃げることまで考えていた。宮田は語る「正直なところ、
自分の命の危険を感じれば、動揺もするし怖いと思うこともある。けれども、どのような危険
な状況に陥っても、冷静に判断し、色々なパターンを持って代替案を考え、色々なアイデアを
発想し柔軟に考える。そして、部下に勇気を与えられよう行動する。それがリーダーではない
か」
コミュニケーション
宮田の後任者として、2000 年に吉澤はフォスターエレクトリック(シンガポール)の社長に就
任した。就任前から、今までの海外や本社での業務経験をもとに、吉澤は多くの計画を練って
いた。早速、就任早々その幾つかの計画を実行に移したが、うまく結果が出なかった。やって
いること自体は間違っていない様子だったが、部下の反応がイマイチ良くない。何故だろうと
は考えてはみるものの、理由はよくわからなかった。だが、吉澤は部下と接していく内に、ど
うやら彼らは自分のやり方に反対とまでは行かないけれど、納得できない部分や意図・真意を
理解していない部分を抱いていることに気付いた。現地法人の社長という重責から、少し気負
った部分があり、やや独断気味な会社運営となっていたのではないかと考えた。そして、吉澤
は自分のマネージメントスタイルを変えてみることにした。会議だけでなく、日常の業務にお
いても部下と話をするときには、始めは多くを言わずに部下の意見を一通り聞くようにし、全
体の意見を把握するように心がけた。そして、その後に自分の意見を言うようにした。もちろ
ん、部下の進言や意見に一理ある場合には、自身の考えを修正するようにした。だが、部下の
意見を一通り把握しても、尚自分の考えで物事を進めるべきと判断した場合には、自分の考え
を変えることはなかった。その代わりに、部下に対して自分はなぜそうするのかという理由を
十分に説明するように努めた。その結果、多くの部下が吉澤の考えを受け入れ、期待以上の働
きをしてくれたわけではなかったが、就任当初に比べ、スムーズな経営ができ、それに合わせ
て業績も上向いた。吉澤は言う「人は頭では論理的に考えるけど、心は感情的なもの。部下の
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腹落ち具合が十分でなければ、組織はうまく動かないね」
フォスターエレクトリック(シンガポール)の社長をしている時にインドネシアで何度かス
トライキが起こったが、何より印象に残っているのは最初のストライキだった。それは、就任
して間もない頃だった。「正直、どうしてよいかわからなかった。」と吉澤は振り返る。組織の
リーダーとしてストライキなど経験したことがなかったので、当然のことである。とりあえず、
本社に報告し、指示を仰いだが、特段の指示はなかった。彼の脳裏に絶え間なく浮かんでいた
のは、納期の遅れから顧客に迷惑を掛けることと、製造コストが上がってしまい計画通り行か
ないということだった。吉澤には、不安と焦りだけがあった。しかし、悠長なことは言ってい
られない。とにかく、どうにかしてストライキを治めなければならない。
ストライキの中心的なメンバーは大よそ 10 項目の条件を提示して来た。その主な内容は、
直接給与に関することもあったが、交通費や住宅費の支給などの間接的なものも多くあった。
それに加え、吉澤を驚かせたのは、食事のクオリティーに関するもので、平たく言えば「食事
がまずい」というものだった。交渉は、ある条件で折り合いを見せ、2 日間に渡るストライキ
はなんとか鎮圧された。その後、吉澤は今回のストライキの発生理由を考えた。急激なインフ
レもあって、インドネシアの経済状況が不安定といった要因もあったが、根本的な原因は工場
の従業員との「コミュニケーション不足」であると分析した。そして、ストライキ対策として、
吉澤は労働組合の幹部社員との意見交換はもちろんのこと、定期的に現場の主要なメンバーと
のミーティングを開くことにした。そこでは、工場内の労働環境のことやストライキの原因に
もなった食事のクオリティーなど、一見それほど重要とは思えず見過ごしてしまいそうな要望
や提案を多く聞くことが出来、有益な意見交換の場となった。ミーティングで出された要望に
は、可能な限り応えるようにした。また、吉澤自身も飲み会や工場のレクレーションに出来る
限り参加し、工場の従業員とコミュニケーションを持つ努力をした。
話が前後するが、前述した通りストライキ発生時に本社に相談したが、特に指示はなかった。
吉澤は「そこには、現地のことは現地に任せようという意図があったのかもしれないが、本社
としてなんらかの指示をしても良かったと思う。私が本社に戻ってから、インドネシアでスト
ライキが起こったと連絡があった。私は『ストはそれほど長く続くものではないから、粘り強
く毅然とした態度で臨むように』と私の経験を基にアドバイスをした。色々な危機的な経験を
していたから、指示が出来たのだと思う。海外拠点から何らかの相談があれば、本社として出
来る範囲で助言を与えるようにしている」と語った。
将来を考える
吉澤は取締役になってからのことを次のように話す。「部長のときは、今の仕事をこなす事
だけを考えていた。考えても 2、3年先のことまでしか考えなかった。役員になってからは、
最低でも 5～10 年先を考えるようになった。ボードメンバーになると責任の重さの違いを非常
に感じる。」
そして、世の中の変化について次のように語る。「2020 年や 2030 年には、どういった世界に
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なっているだろうか？全部を当てることは出来ないが、真剣に考えれば半分ぐらいは当てられ
ると思う。2030 年－インドが中国の人口を抜く。インドのポテンシャルはすごい。インドだけ
ではない。アフリカのポテンシャルも計り知れない。アフリカのポテンシャルを認めながらも、
まだ先のことだと考えている人が多いようだけど、本当にアフリカの市場を攻めるなら数年以
内に行っていないと勝ち組になるのは難しいと思う。次に出てくる企業はどこだろうか？不確
定要素も多いが、人口の増加具合からしてインド、ブラジル、イスラム圏の国々のポテンシャ
ルは大きいから、携帯電話や自動車はもっと売れるのではないか？」
今後のフォスター
フォスター電機の理想的な将来像について、東・宮田・吉澤の方向性は一致しており、三者
は将来像を以下のように語る。
「最近は急速な業績の拡大から注目される会社の一つになっているが、電子部品のしかも OEM
専業メーカーと言う性格上、ゆっくりと確実に成長する地道な会社を理想としている。黒子に
徹して、無理せず身の丈で 2000 億円ぐらいの売上高で、利益率は 10～15％ぐらいがベストだ
ろう。日本のリーダー的な企業になる必要はない。『ふと振り返れば、フォスターってすごい
会社がある』といわれるのが理想。また、競合他社にベンチマークされ続け、驚異的なスピー
ドで顧客ニーズを満たす価格競争力のある製品を供給し、且つ安定的に大量供給出来る。加え
て、デザイン性だけでなく音質に徹底的に拘る。やっぱり音に関することはフォスター電機に
任せようと言われるのが、理想だ。」
エレクトロニクス業界では今後も移り変わりが激しく、厳しい競争が続くだろう。その中で、
フォスターではオーディオに代表される音響機器関連の製品の出荷が年々減り、自動車と携帯
電話関連製品の依存度が大きくなっている。特に近年では、携帯電話関連のものがより多くな
っている。(参考資料⑥)このような状況では、安定した好業績を維持するには音響・自動車用・
情報通信機器部用品に加えて、新しい柱となるセグメントを創出する必要があることは疑う余
地がない。そのためにも、中国・台湾・韓国などの企業との競争に勝ち続けるには、真のグロ
ーバル化は避けては通れない道だ。宮田は言う。「フォスターがグローバル化した企業だと言
う人がいるけど、全くそうは思わない。確かに製造の面ではグローバル化しつつあるかもしれ
ないが、会計・人事・業務などのシステム面では全くグローバル化出来ていない。特に人材面
では、これからだと思う」
では、どういった人材が今後のフォスターを背負っていくのか？
吉澤は言う。「組織を引っ張って行く2割の人間もダイバーシティーが高くないといけない。
国籍や性別は関係ない。2020 年代には、社長は日本人でなくてもよいと思う。本社も日本では
なく海外でも良いのではないか。今の若い 30、40 代の人達にはトップを目指す覚悟を持って、
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貪欲に仕事をしてほしい。」
東は語る。「グローバルで見ても真面目で誠実な性格の人達が集まっていると思う。
それはフォスター にとってすごく大事なことだ。For the company＝私利私欲を捨てられる人。
先を見通せる人。ありとあらゆる分野で、社内だけでなく社外とも渡り合えるようなプロであ
ってほしい」
宮田が話す「リーダーの判断に正解はないと思うが、信念は絶対に持っておくこと。計画を
立てるだけではなく実行に移せる人。10％の成功確率があるなら 90％はダメと考える人ではな
く、10％も可能性があるとポジティブで明るく考えることの出来る人が望ましい。」
そして宮田は将来について、「フォスター＝音、音と言えばフォスターという将来像を実現
するために、音響大学や研究所を創りたい。聞こえない音の研究や利用法、音を消す方法、医
療診断が出来る音なんかを研究したい。他に、コンサートホールやディズニーランド、学校や
病人などの公共施設や緊急自動車の音響製品にも携わりたい」と、目を輝かせやりたいことを
山のように語った。
1970 年代、日本には 100 社を越える音響機器メーカーが存在したが、2013 年にはフォスタ
ーを含め 5 社のみとなっている。そして、フォスターは生き残っただけでなく、過去 20 年で
売上高は 3倍となり、急成長を遂げた。だが、今後も同じようにフォスターが繁栄する保証は
ない。変化が激しいエレクトロニクス業界で持続的に成長するには、築き上げたものの中で何
を継承し、そして何を捨て去っていくのかを、今の成功に奢ることなく、的確に判断していく
ことが必要だろう。その場合に、過去の成功したほとんどのやり方を捨てさらなければならな
いかもしれない。しかし、一つ変わらないことがあるとすれば、「フォスターは『人』なり」、
ということなのかもしれない。（終）
付属資料①売上高と当期純利益
付属資料②US ドル円チャート
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の推移
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付属資料③ 東西回廊と南北回廊 ＊東西回廊は 2000 キロ、南北回廊 2600 キロ
付属資料④ 中長期戦略イメージ
現在
計画
あるべき姿
（ビジョン）
「将来像」から考える
《中長期戦略イメージ》
あるべき姿から通過点で
必要な条件を逆算する
普通のやり方
3年後 5年後 10年後
All Rights Reserved, Copyright 2000-2012 FOSTER ELECTRIC CO.,LTD.
Foster Fa cto ry Loca tio n
Nanning
Guangzhou Heyuan
Yulin
Batam
Da Nang
Chongzuo
Ho Chi Minh
Mekong
Quang Ngai
Bac Ninh
Yangon
Maoming
Bangladesh
CH INA +2 へ
Bac Ninh
Da Nang 1&2
Quang Ngai
Ho Chi Minh 1&2
Mekong
FOSTER Vietnam
Regional Headquarters
FOSTER Singapore
Regional Headquarters
Batam 1&2
Yangon
FOSTER Hong Kong
Regional Headquarters
He yuan
Pan yu
Mao ming
Yu lin
Nan ning1&2
Chong zuo
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付属資料⑤ 社是の変遷
最初の社是(1958 年制定)
誠実(sincerity)
1,良い品を安く送り顧客に喜ばれよう。
2,信頼と協調で明るい生活を築こう。
3,企業の安定を図り社会に貢献しよう。
社是②
誠実
世界一流の音響メーカーをめざして
新しい技術の開発に注ぐ若さと情熱。
信頼される商品で築く豊かな生活。
あしたの社会に調和し、貢献する企業に
社是③(1990 年制定)
誠実
エクセレント・カンパニーを目指して
マーケットの期待に応える誠意と信念
個性と、創意と、たゆまざる改善の努力
信頼される商品で築く豊かな生活
あしたの社会に調和し、貢献する企業に
社是④(2010 年制定)
誠実
「世界一流の音響メーカー」を目指して
市場の期待に応える信念と誠意
個性と創意とたゆまざる改善の努力
信頼される商品で築く豊かな生活
あしたの社会に調和し、貢献する企業に
社是⑤(2011 年制定)
誠実
－ビジョン－
未来社会に音で貢献する
－ミッション－
音に関わる製品やソリューションを通して、世界中により快適な生活
やコミュニケーションの喜びを提供し社会から期待される企業になる
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付属資料⑥ セグメント別－売上高構成比
26.6%
26.4%
45.8%
1.2%
2010年音響部品・製品事業
自動車用部品・製品事業
情報、通信機器用部品・製品事業
その他事業
22.2%
26.0%50.5%
1.3%
2011年
18.5%
25.7%
54.4%
1.4%
2012年
14.1%
29.9%55.1%
1.0%
2013年
音響部品・製品事業…
オーディオ用及びテレビ用スピーカー並びに
スピーカーシステム、アンプ内臓スピーカー、
ヘッドホン等
自動車用部品・製品事業…
車載用スピーカー及びスピーカーシステム等
情報、通信機器用部品・製品事業…
携帯電話用ヘッドセット及び小型スピーカ
ー、業務用マイクロホン等
その他事業…
「フォステクス」ブランドの製品、物流サー
ビス等
＊2013 年は第一四半期のみのデータ
59
参考文献・Web ページ
・半世紀の挑戦－フォスター50 年史
・フォスターの昔と今(2013 年 Power Point 版)
・有価証券報告書(第 77 期～第 79期)
・フォスター電機株式会社 真珠会広報誌「やまびこ No,117」
・PCM 基本計画書
・私の半生と生きがい(発行者・篠原弘明)
・US ドル円チャート(http://1 ドル円.com)
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